
款 項 目 課名 事業名 説明名称

－ － － 人事秘書課
正規職員・会計年度任用
職員数の推移

－ 1～7 p －

2 1 1 人事秘書課 人事管理費 年末調整事務代行業務委託料 8 p 43 p

2 1 1 人事秘書課 人事管理費 公益通報窓口対応業務委託料 9 p 43 p

2 1 1 人事秘書課 職員安全衛生管理事業 ハラスメント相談対応業務委託料 10 p 46 p

2 1 1 人事秘書課 職員研修事業 事業全体 11 p 46～47 p

2 1 1 人事秘書課
市制施行２０周年記念事
業

事業全体 12 p 47 p

2 1 6 総合政策課 まちづくり経営企画事業 企業版ふるさと納税支援業務委託料 13～14 p 57 p

2 1 6 総合政策課
協働のまちづくり推進事
業

市民提案型事業補助金 15 p 58 p

2 1 6 総合政策課 ふるさと納税事業 事業全体 16 p 58～59 p

2 1 6 総合政策課 地域整備事業 地域運営組織設立支援業務委託料 17 p 59 p

2 1 6 総合政策課 地域整備事業
歴史・文化・観光のまちづくり推進イ
ベント実施業務委託料

18～19 p 59 p

2 1 6 総合政策課 地域整備事業
農村型地域運営組織形成推進事業補助
金

20～21 p 60 p

2 1 6 総合政策課 地域整備事業
過疎地域等集落ネットワーク圏形成支
援事業補助金

22～23 p 60 p

2 1 6 総合政策課 総合計画策定事業 第３次総合計画策定支援業務委託料 24 p 61 p

2 1 7 デジタル戦略課 電算システム運用管理費 システム標準化移行業務委託料 25 p 62 p

2 1 7 デジタル戦略課 電算システム運用管理費 総合行政システム改修業務委託料 26 p 62 p

2 1 7 デジタル戦略課 電算システム運用管理費
ローカルブレイクアウト環境構築業務
委託料

27 p 62 p

2 1 11 防災対策課 交通安全意識啓発事業 高齢者運転免許証自主返納奨励品 28 p 69 p

2 1 14 男女共同参画推進課 男女共同参画推進事業 男女共同参画社会基本計画策定委託料 29 p 72 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

碓井・大分坑線バス路線維持負担金 30 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

飯塚～大隈線等バス路線維持負担金 31～32 p 73 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

二種運転免許取得補助金 33 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

通学等補助金 34 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

待合環境整備補助金 35 p 73 p

3 1 1 人権・同和対策課 就労準備支援事業 生活困窮者就労準備支援事業委託料 36 p 91 p

3 1 1 生活支援課 自立相談支援費 生活困窮者自立支援委託料 37～38 p 94 p

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 防犯灯建替工事 39 p 95 p

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 防犯カメラ設置支援事業補助金 40 p 95 p

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 犯罪被害者等見舞金 41 p 95 p

3 1 2 高齢者介護課 高齢者福祉事業 グランドパス補助金 42 p 97 p

3 1 2 高齢者介護課 高齢者福祉総務事業費 高齢者コミュニティ支援交付金 43 p 98 p

3 1 3 社会福祉課 障害者福祉総務費
障がい者計画及び障がい福祉・障がい
児福祉計画策定業務委託料

44 p 99 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業 保育体制強化事業補助金 45 p 117 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業 家庭支援推進保育事業補助金 46 p 117 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業 保育補助者雇上事業補助金 47 p 117 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業 防犯対策強化整備事業補助金 48 p 117 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業 保育環境改善等事業補助金 49 p 117 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園等運営事業
私立保育園施設整備事業補助金
私立保育園施設整備事業助成金

50 p 117 p

3 2 2 こども育成課 出産祝金事業 すくすくかまっこ祝金 51 p 118 p

3 2 4 こども育成課 障がい児保育支援事業 障がい児保育支援事業補助金 52 p 122 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 一時預かり事業補助金 53 p 122 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 地域子育て支援拠点事業補助金 54 p 122 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 延長保育事業補助金 55 p 122 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

3 2 6 子育て支援課 乳幼児保健事業
新生児聴覚検査委託料
新生児聴覚検査負担金

56 p 133 p

3 2 6 子育て支援課 妊婦保健事業
妊婦健康診査委託料
妊婦健康診査県外負担金

57 p 134 p

3 2 6 子育て支援課 教育相談事業 事業全体 58 p 135～136 p

3 2 6 子育て支援課
妊婦のための支援給付運
営事業

事業全体 59 p 137 p

4 1 2 健康課 予防接種事業 定期予防接種業務委託料 60～61 p 143 p

4 1 2 健康課 予防接種事業 予防接種健康被害救済負担金 62 p 144 p

4 1 2 子育て支援課 予防接種事業
定期予防接種業務委託料
予防接種県外接種負担金

63～64 p 144～145 p

4 1 3 市民課
高齢者保健・介護一体化
事業

事業全体 65 p 145～146 p

4 1 3 健康課 健康診査事業 がん検診委託料 66 p 148 p

4 1 3 健康課 健康診査事業 骨髄等移植ドナー助成金 67 p 148 p

4 1 3 健康課 健康診査事業 アピアランスケア推進事業助成金 68 p 148 p

4 1 3 健康課 健康診査事業
小児・ＡＹＡ世代がん患者在宅療養生
活支援事業助成金

69 p 148 p

4 1 4 環境課 浄化槽整備事業 浄化槽設置整備事業補助金 70 p 151 p

4 1 5 環境課 新エネルギー事業 住宅用太陽光発電システム設置補助金 71 p 152 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費 経営所得安定対策等推進事業費補助金 72 p 162 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費 農業振興対策事業補助金 73 p 162 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費 環境保全型農業直接支払交付金 74 p 163 p

6 1 3 農林振興課 担い手育成政策費 農業振興対策事業補助金 75 p 163 p

6 1 3 農林振興課 中山間地域保全対策費 中山間地域等直接支払交付金 76～77 p 164 p

6 1 3 農林振興課 多面的機能維持費 多面的機能支払交付金 78～79 p 165 p

6 1 4 農林振興課 畜産政策費 畜産振興総合対策事業補助金 80 p 165 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池劣化状況評価業
務委託料

81～82 p 165 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池地震耐性評価業
務委託料

83～84 p 165 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池ハザードマップ
作成委託料

85～86 p 165 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業 県営農業農村整備事業調査実施負担金 87～88 p 165 p

6 2 2 農林振興課 荒廃森林整備事業 荒廃森林整備事業委託料 89 p 172 p

6 2 2 農林振興課 市有林管理事業 市有林再生事業委託料 90 p 173 p

6 2 2 農林振興課 市有林管理事業 展示林整備事業委託料 91～92 p 173 p

6 2 2 農林振興課 市有林管理事業 市有林間伐材売払分収交付金 93 p 173 p

6 2 2 農林振興課 放置竹林対策事業 放置竹林対策事業費補助金 94 p 173 p

6 2 2 農林振興課
木材利用・普及啓発推進
事業

新生児記念品作成委託料 95 p 173 p

6 2 3 農林振興課 林道維持補修事業 熊ケ畑・安真木線開設事業 96～97 p 174～175 p

6 2 3 農林振興課 林道維持補修事業 熊ケ畑・安真木線法面対策事業 98～99 p 174～175 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費
中小企業経営革新計画遂行支援事業補
助金

100 p 176 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費 商業店舗リフォーム補助金 101 p 176 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費 商品開発改善事業補助金 102 p 177 p

7 1 2 産業振興課 企業誘致促進・支援事業 誘致企業振興会補助金 103 p 177 p

7 1 2 産業振興課
プレミアム付商品券発行
事業

かましプレミアム付応援商品券発行事
業補助金

104 p 178 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 移住・定住支援業務委託料 105 p 182 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし推進業務委託料 106 p 182 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 第４次観光振興基本計画策定委託料 107 p 182 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 空き家改修補助金 108 p 182 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 移住支援金 109 p 182 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし協力隊活動補助金 110 p 183 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし協力隊起業支援補助金 111 p 183 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

橋梁点検業務委託料 112 p 188 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

橋りょう補修等設計業務委託料 113～115 p 188 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

橋りょう補修工事 116～117 p 188 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 街路灯更新工事 118～119 p 189 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 道路改良工事 120～128 p 189 p

8 4 2 土木課 都市公園費 都市公園施設改修工事 129～130 p 191 p

8 4 2 土木課 公園管理費 公園施設改修工事 131～133 p 193 p

8 5 1 住宅課
市営住宅維持・修繕実施
事業

維持補修工事 134～135 p 197 p

8 5 1 防災対策課 建築物耐震化促進事業 木造戸建て住宅耐震改修補助金 136～137 p 197 p

8 5 1 防災対策課 空家等対策事業 空家等実態調査業務委託料 138 p 197 p

8 5 1 防災対策課 空家等対策事業 特定空家等解体撤去補助金 139～140 p 197 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅除却事業 141～142 p 198 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅屋上・外壁等改修事業 143～144 p 198 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅浄化槽取替事業 145～146 p 198 p

9 1 2 防災対策課 防災施設管理等事業 防災行政無線更新実施設計業務委託料 147 p 201 p

9 1 3 農林振興課
緊急自然災害防止対策事
業

農業用施設災害防止対策事業 148～149 p 203 p

9 1 3 土木課
緊急自然災害防止対策事
業

河川災害防止対策事業 150～160 p 203～204 p

9 1 3 土木課
緊急自然災害防止対策事
業

道路災害防止対策事業 161～166 p 203～204 p

9 1 3 防災対策課 災害対策事業 自主防災組織設立等補助金 167 p 205 p

10 1 2 学校教育課 事務局費
教育情報セキュリティポリシー策定委
託料

168 p 207 p

10 1 2 学校教育課
学力向上強化プロジェク
ト事業

事業全体 169 p 209～210 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

校務支援システム運用委託料 170 p
215
227
236

p

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

ＡＩドリル使用料 171 p
216
228
236

p

10
2
3
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費

電子黒板 172 p
216
228

p

10
2
3
1
1

学校教育課
小学校情報機器整備事業
中学校情報機器整備事業

情報通信ネットワーク更新委託料 173 p
216
228

p

10 2 1 教育総務課 小学校総務管理費
小学校照明機器改修工事設計業務委託
料

174 p 222 p

10 2 1 教育総務課 小学校総務管理費 小学校トイレ改修工事 175 p 222 p

10 2 1 教育総務課 小学校総務管理費 小学校空調機改修工事 176 p 222 p

10 3 1 教育総務課 中学校総務管理費 中学校空調機改修工事設計業務委託料 177 p 232 p

10 3 1 教育総務課 中学校総務管理費
中学校照明機器改修工事設計業務委託
料

178 p 232 p

10 4 1 教育総務課 義務教育学校総務管理費 碓井義務教育学校環境整備工事 179 p 238 p

10 5 1 学校教育課
定時制高校情報機器整備
事業

情報機器端末更新事業 180 p 246～247 p

10 7 2 生涯学習課 地区公民館費（稲築） 稲築地区公民館解体事業 181 p 252～253 p

10 7 2 生涯学習課
公立公民館・自治公民館
連携強化推進事業

地区公民館修繕料補助金 182～183 p 256 p

10 7 7 生涯学習課
下山田小学校白馬ホール
運営事業

空調機改修等工事 184 p 270 p

10 8 1 スポーツ推進課 プロジェクトＫ事業 プロジェクトＫ事業推進補助金 185 p 274 p

10 8 2 スポーツ推進課 体育館管理費
社会体育施設予約システム導入業務委
託料

186 p 277 p

11 1 1 農林振興課
農地農業用施設災害復旧
事業

事業全体 187～188 p 282 p
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【人事秘書課　提出】

令和７年度 令和８年度 比較 備考

406 395 △ 11

（a）６０歳までの職員数 358 352 △ 6 定員適正化対象

（b）定年延長職員数（６０歳～） 9 15 6

（ｃ）再任用職員数 21 16 △ 5

（ｄ）任期付職員数 18 12 △ 6

318 302 △ 16
R8年度
うち短期間雇用
３７人

724 697 △ 27

 ①

 ②

 ③

令和７年度及び令和８年度当初予算における正規職員数及び会計年度任用職員数

（B）会計年度任用職員数

会計年度任用職員数の短期間雇用については、選挙及び確定申告等の季節的に発生する事務
に雇用する会計年度任用職員の人数です。

（A）正規職員数
　　　（a）＋（b）＋（ｃ）＋（ｄ）

（A）＋（B） 職員数 総計

正規職員数については、令和７年度当初予算及び令和８年度当初予算に計上している人数で
す。

会計年度任用職員数には、育児休業又は休職等に対応するための代替職員が含まれます。

1



人事秘書課 16 11 20 16 5 16 △ 6 △ 4 14

総務課 6 8 2 2 2 8

デジタル戦略課 6 1 5 △ 1 △ 1 5

防災対策課 6 2 6 1 △ 1 6

財政課 6 4 6 △ 4 6

管財課 7 2 7 3 1 7

男女共同参画推進課 2 1 2 1 2

10 10 1 1 10

交通政策課 4 1 4 △ 1 4

税務課 17 15 16 14 △ 1 △ 1 16

市民課 16 7 16 6 △ 1 19

環境課 8 1 7 △ 1 △ 1 7

人権・同和対策課 6 10 6 10 6

健康課 6 2 7 2 1 6

子育て支援課 15 16 13 17 △ 2 1 13

高齢者介護課 18 25 18 25 20

社会福祉課 12 4 12 3 △ 1 12

こども育成課 38 18 34 16 △ 4 △ 2 36

生活支援課 28 6 28 6 28

農林振興課 17 3 17 3 17

産業振興課 11 1 12 2 1 1 11

住宅課 11 4 11 4 11

土木課 18 4 21 3 3 △ 1 19

会計課 6 6 6

水道局 12 18 13 17 1 △ 1 13

教育総務課 11 11 8 10 △ 3 △ 1 9

学校教育課 22 7 103 20 7 88 △ 2 △ 15 31

教育施設課 4 3 △ 1 5

生涯学習課 14 13 14 13 15

スポーツ推進課 6 11 6 11 6

議会事務局 5 1 5 1 5

監査委員事務局 2 2 2

選挙管理委員会事務局 1 13 1 26 13 1

農業委員会事務局 3 1 2 1 △ 1 2

市民サービス課（碓井） 7 7 8

市民サービス課（山田） 5 7 2 7

市民サービス課（嘉穂） 6 7 1 7

合計 388 18 318 383 12 302 △ 5 △ 6 △ 16 400

①

②

③

正規
職員数

任期付
職員数

会計年度
職員数

正規
職員数

任期付
職員数

会計年度
職員数

総合政策課

本職員数の状況に計上する令和７年度の職員数は、当年度において配置・雇用した実際の職員数とは相違があります。また、令和８年度分については、実際
の配置予定職員数を示したものではありません。

正規職員数には、再任用職員の人数が含まれています。

こども育成課の会計年度任用職員の減員については、保育所の給食調理の民間委託による△3名が含まれます。

④　学校教育課の会計年度任用職員の減員については、小中学校の給食調理の民間委託による△5名が含まれます。

令和７年度及び令和８年度当初予算計上時における正規職員数及び会計年度任用職員数
（単位：人）

課名

令和７年度当初予算計上職員数 令和８年度当初予算計上職員数 比較 Ｒ７.1.1
現在実配置
正規職員数
（任期付職員

含む）

正規
職員数

任期付
職員数

会計年度
職員数

2



令和７年度及び令和８年度当初予算計上時における正規職員数及び会計年度任用職員数

【部門別集計】

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

総務財政部門 104 11 46 107 5 38 3 ▲ 6 ▲ 8
民生福祉部門 147 0 89 141 0 85 ▲ 6 0 ▲ 4
産業建設部門 69 0 30 74 0 29 5 0 ▲ 1
教育委員会 57 7 138 51 7 122 ▲ 6 0 ▲ 16
行政委員会 11 0 15 10 0 28 ▲ 1 0 13

合計 388 18 318 383 12 302 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 16

【会計年度任用職員の主な任用】
部  門

産業建設部門

行政委員会

主な任用理由

総務財政部門

民生福祉部門

教育委員会

（単位：人）

部門

保育士等の専門職（１６名）
介護認定調査員、介護支援専門員等の専門職（２５名）
保健師、臨床心理等の専門職（１７名）
隣保館運営等に要する職員（９名）
確定申告に要する短期雇用職員（１０名）
職員の育児休業又は病気休職等に対する代替職員（１５名）

高齢者介護課
子育て支援課

人権・同和対策課
税務課

令和７年度当初予算計上職員数 令和８年度当初予算計上職員数 前年度比較

人事秘書課

選挙管理委員会事務局

生涯学習課
学校教育課
教育総務課

水道局

こども育成課

課（局）

参議院議員選挙、嘉麻市長選挙に要する短期雇用職員（２６名）

地域活動指導員、文化財専門職等の専門職（１２名）
特別支援教育支援員等の学校教育に要する職員（８８名）
嘉麻市立大隈城山校の非常勤講師等（９名）

浄水場作業員等の施設管理に要する職員（１６名）

3



会計年度任用職員　令和８年度当初予算に各課任用予定職種一覧

（単位：人）

課名 係名 職員数 事務補助

総務係 1 1

市民相談係 1 0 市民相談員（1）

デジタル戦略係 0 0

電算管理係 0 0

秘書・広報係 1 0 市長運転手（1）

人事厚生係 15 15

防災係 1 0 防災指導員（1）

消防安全係 0 0

男女共同参画推進課 男女共同参画推進係 1 0 女性相談支援員（1）

統計調査係 0 0

財政係 0 0

行政改革推進係 0 0

管財係 1 1

契約係 2 0 指定検査員（2）

地域活性推進係 1 1

企画調整係 0 0

交通政策課 交通政策係 0 0

市民税係 12 12

資産税係 1 1

徴税係 1 1

市民係 3 3

医療保健係 0 0

国保年金係 3 0 管理栄養士（2） 看護師（1）

環境衛生係 0 0

廃棄物処理係 0 0

人権・同和対策係 1 0 資金貸付・償還専門員（1）

嘉穂隣保館 2 0 隣保館指導員兼生活相談員（2）

うすい人権センターあかつき 7 0 隣保館指導員兼生活相談員（3） 夜間・休日あかつき指導員（4）

健康課 健康推進係 2 0 管理栄養士（2）

※指名願い受付に要する短期雇用職員（1名）

税務課

その他

総務課

デジタル戦略課

※職員の育児休業又は病気休職等に対する代替職員（15）

※確定申告に要する短期雇用職員（10）

人事秘書課

防災対策課

財政課

管財課

総合政策課

市民課

環境課

人権・同和対策課

4



課名 係名 職員数 事務補助 その他

母子保健係 3 0 母子保健コーディネーター（3）

発達相談支援係 2 0 療育訓練支援員（1） 保健師（1）

家庭・教育相談支援係 12 0 教育相談員（3） スクールカウンセラー（4） 他４職種（5）

介護賦課徴収係 0 0

介護認定係 10 0 介護認定調査員（8） 看護師（1） 市民対応相談員（1）

介護給付係 1 0 住宅改修等点検員（1）

高齢者支援係 0 0

高齢者相談支援センター係 14 0 介護支援専門員（9） 社会福祉士（2） 他３職種（3）

社会福祉係 1 0 社会福祉法人監査専門員（1）

障がい者福祉係 2 1 障がい者認定調査員（1）

児童係 0 0

保育総務係 13 0 保育士（12） 看護師（1）

保育・幼稚園係 0 0

どんぐり保育所 1 0 看護師（1）

鴨生保育所 2 0 保育士（2）

庶務係 6 0 生活保護相談員（6）

支援第１係 0 0

支援第２係 0 0

支援第３係 0 0

林務係 1 1

農業土木係 0 0

農地整備係 0 0

農政係 2 1 窓口主任相談員（1）

商工係 2 2

企業誘致係 0 0

シティプロモーション係 0 0

住宅管理係 0 0

建築係 4 0 建築設計監理技師（1） 営繕大工（3）

土木管理係 3 0 土木作業員（3）

土木係 0 0

都市計画・公園係 0 0

会計課 会計係 0 0

産業振興課

子育て支援課

住宅課

高齢者介護課

土木課

社会福祉課

こども育成課

生活支援課

農林振興課
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課名 係名 職員数 事務補助 その他

業務係 1 1

施設・維持係 16 0 浄水場作業員（14） 水道施設管理作業員（2）

教育総務係 0 0

管理係 10 1 非常勤講師（7） 建築設計管理技師（1） 常勤講師（1）

教育企画係 0 0

学校給食係 8 0 調理員（8）

教務係 80 1 特別支援教育支援員（32） 学校司書（10） 用務員（9）

特別支援教育補助教員（9） 非常勤講師（5） 教育研究所（10）

他3職種（4）

教育施設課 建設係 0 0

社会教育係 1 0 地域活動指導員（1）

人権・同和教育係 2 0 地域活動指導員（2）

中央公民館係 7 1 地区公民館長（2） 地域活動指導員（4）

文化推進係 3 0 文化財専門職A（2） 文化財補助（1）

プロジェクトＫ・スポーツ推進係 2 0 スポーツ活動指導員（2）

施設管理運営係 9 0 施設管理員（9）

庶務係 1 1

議事係 0 0

監査委員事務局 監査係 0 0

選挙管理委員会事務局 選挙係 26 26

農業委員会事務局 庶務係 1 1

市民協働係 0 0

市民サービス係 0 0

市民協働係 0 0

市民サービス係 0 0

市民協働係 0 0

市民サービス係 0 0

302 72 230

※選挙に要する短期雇用職員（26）

学校教育課

合計

水道局

教育総務課

生涯学習課

スポーツ推進課

議会事務局

碓井市民サービス課

山田市民サービス課

嘉穂市民サービス課

6



令和７年
4月修正

（単位：人、千円）

区分

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 小計 Ｒ8 Ｒ9

(429) (423) (437) (428) (421) (413) (404) (397) (391) (383) (379) (375) (368) (360) (350)

６０歳以上常勤
（下記と別掲） 5 2 1 3 4 3 8 5 8 12 未定 未定

429 423 424 415 404 403 397 391 385 381 380 366 355 360 350

増減（前
年比）

△ 6 1 △ 9 △ 11 △ 1 △ 6 △ 6 △ 6 △ 4 △ 1 △ 14 △ 11 △ 74 5 △ 10 △ 79

影響額 54,000 △ 4,500 81,000 99,000 9,000 54,000 54,000 54,000 36,000 9,000 126,000 99,000 670,500 -45,000 90,000 715,500

累積額 54,000 49,500 130,500 229,500 238,500 292,500 346,500 400,500 436,500 445,500 571,500 670,500 3,865,500 625,500 715,500 5,206,500

対象職員 全会計職員（総職員）

前提条件 1　この計画は、病休者及び疾病等による業務配慮職員数を到達年次（令和9年）までに0とする目標を前提とし、定数管理計画を病休者をなくす改善計画として位置づける。

（平成26年7月末現在、病休者4名、病休等による業務配慮職員7名、計11名）

2　育児休業等職員等については、年齢階層区分や計上すべき時期及び育児休業期間が特定できないため、本計画上の人員数に反映させていない。

（平成26年7月末現在、育児休業等職員10名）

仮定条件 1　人件費換算は、減員退職者900万円/人、増員新規採用者450万円/人とする。

2　減員は、定年退職数に勧奨退職見込者数を加算し、年次削減する。

3　平成27年度において、過去の欠員による業務過多状況を改善したうえで、職員相互に業務量の過疎過密が生じないように、総体的かつ段階的に年次削減する。

4　退職職員の補充は、事務職における退職者数の3分の１の数を新規採用見込者数として加算する。

5　保育士数は、現行の市立5保育所において４保育所を民営化するものとして職員数を年次削減する。

6  ６０歳以上と６０歳未満常勤職員を算入し、会計年度任用職員制度導入に伴う「職の整理」による任期付任用職員は算入していない。

7　令和６年度以降の６０歳以上常勤職員見込数は、定年延長に伴う多様な働き方となるため、未定で記入している。

☆平成１８年４月１日現在　　５４８人

累計

人員

　　　　定員適正化計画

合併算定替期間 激変緩和措置期間 一本算定期間

7

戻る



8 

予 算 名 等 令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名 人事秘書課 

事 業 名 人事管理費 

説 明 年末調整事務代行業務委託料 

予算計上額 １，３５８千円 

概 要 

【事業目的】 

職員（会計年度任用職員含む）に対する年末調整事務 

【事業内容】 

 年末調整に伴う各種申告書の収集、内容確認、問合せ等を行

うものです。 

▪ＷＥＢ申告に伴うアカウント発行

▪申告内容のチェック（扶養、保険、住宅控除申告等）

▪年末調整に伴う問い合わせ対応（メール・電話対応）

▪不備対応（不備があった場合の本人確認）

▪督促対応（未申告者への連絡）

▪不備一覧表の作成

▪ファイリング（データ化）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 人事秘書課

事 業 名 人事管理費

説 明 公益通報窓口対応業務委託料

予算計上額 ３９６千円

概 要 

【事業の目的】

・公益通報者保護法に基づき、通報者の保護と適切な対応体制

を整備することで、組織として法令遵守を徹底します。

・通報者の匿名性や中立性をより強力に確保するため、公平・

中立な外部通報窓口を設置し、より透明性を高め、組織内の

不正行為を未然に防ぎます。

【事業内容】

・外部通報窓口として公益通報担当弁護士を設置

・通報受付、初期対応、助言、報告書作成等

・通報内容に基づく調査のサポートおよび改善提案の提供

【期待される主な効果】

・通報者の保護と組織の透明性向上

・不正行為の早期発見と再発防止

【公益通報窓口】

・人事秘書課

・公益通報担当弁護士

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名 人事秘書課 

事 業 名 職員安全衛生管理事業 

説 明 ハラスメント相談対応業務委託料 

予算計上額 ３４３千円 

概 要 

【事業目的】 

 ハラスメントに関して、職員がより相談しやすい環境を整備

するために、第三者等の外部相談窓口を設置するものです。 

【事業内容】 

ハラスメントに関して、第三者の相談経験豊富な専門員によ

る相談受付となります。 

具体的にはＷＥＢや電話のほか対面による相談受付を行い、

第三者の外部相談員として、公正・中立の立場から問題解決に

むけた助言を行います。 

※ハラスメント相談窓口の体制強化 

 第三者の外部相談窓口設置や公平委員会への申し立て等を

活用することで、相談者のプライバシーを保護しながら中立か

つ専門性の高い対応が期待できるように引き続き相談窓口の

体制強化を図ります。 

・内部相談窓口 人事秘書課人事厚生係 

・外部相談窓口 第三者による専門の外部相談窓口 

・公平委員会 地方公務員法第８条に基づく相談窓口 

・職員労働組合 自治労ハラスメント相談窓口 

戻る

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名 人事秘書課 

事 業 名 職員研修事業 

説 明 事業全体 

予算計上額 ３，２６０千円 

概 要 

【令和８年度職員研修計画】

◆公務員倫理研修

 不祥事の防止を徹底し、公務員としての高い倫理観を醸成し

ます。服務規律の遵守と職責の自覚を促す研修を通して、市民

の信頼に応える公正な行政運営を目指します。

◆地域コミュニティ推進研修

 全庁的な取組みである地域コミュニティの推進にあたり、行

政職員としての心構えを学び、職員全体の意識統一を醸成しま

す。

◆イーラーニング研修

 幅広いテーマのコンテンツの研修が定額で学べるため、自発

的な学習を促進することができます。

◆講師派遣研修（主なもの）

〇中堅職員研修

〇地域コミュニティ推進研修

〇ハラスメント研修

〇人権研修

◆職員派遣研修（主なもの）

〇市町村アカデミー

〇国際文化アカデミー

〇福岡県市町村職員研修所

〇日本経営協会

◆職員自己啓発等補助金（主なもの）

〇自主研究グループ活動 

〇自己啓発による資格取得 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名 人事秘書課 

事 業 名 市制施行２０周年記念事業 

説 明 事業全体 

予算計上額 ３，０６１千円 

概 要 

【事業目的】 

市制施行２０周年という節目を迎えるにあたり、本市の歩み

を振り返るとともに、これまで市政発展に寄与してきた関係者

への感謝の意を表すことを目的とします。 

あわせて、市民と行政がこれからの嘉麻市の未来に向けて、

郷土への誇りと愛着を醸成するとともに、今後のまちづくりへ

の一体感を高める契機とします。 

【事業内容】 

市制施行２０周年記念式典の概要 

・開催時期 令和８年１０月～１１月予定 

・内 容 式典、市政功労者表彰、記念アトラクション等

を想定 

・そ の 他 記念冊子等 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名 総合政策課 

事 業 名 まちづくり経営企画事業 

説 明 企業版ふるさと納税支援業務委託料 

予算計上額 ４，４００千円 

概 要 

１ 事業目的 

 本事業は、市の地方版総合戦略を推進し、地方創生応援税制

（企業版ふるさと納税）を活用した寄附獲得に繋げるため、市

及び市の事業等を周知し、積極的な財源確保を目指すために必

要となる委託事業である。

また、当該委託事業費の額は、成果報酬型委託契約により算

定されるため、本業務を通じて行われた寄附金額の一定割合と

なる。

２ 事業内容 

・企業版ふるさと納税寄附企業等に対する市事業等の紹介 

・企業版ふるさと納税寄附獲得に関する指導、助言、協力 

・企業版ふるさと納税寄附企業紹介、仲介 等 

寄

附

企

業 

市事業等紹介 

寄附意思決定 ・寄附企業との 
マッチング 

・助言等 

成功報酬 

（委託料） 支

援

事

業

者 

市 

寄附 
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３ 過去の実績 

・令和５年度寄附額   600 千円 

・令和６年度寄附額 11,918 千円 

・令和７年度寄附額 13,650 千円（令和８年１月末時点） 

※実績は現金寄附・物納寄附を含んだ相当額を記載 

≪参考≫ 

企業版ふるさと納税制度（内閣府）HP 抜粋引用

 企業版ふるさと納税は、国が認定した地域再生計画に位置付

けられる地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業

が寄附を行った場合に、法人関係税から税額控除する仕組みで

す。 

 損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、令

和２年度税制改正により拡充された税額控除（寄附額の最大６

割）により、最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な企業

の負担が約１割まで圧縮されます。 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 協働のまちづくり推進事業

説 明 市民提案型事業補助金

予算計上額 ６，０００千円

概 要 

【関係例規】嘉麻市市民提案型補助金交付規程 

１ 補助目的 

地域の多様な活動主体が公共の領域をともに担い合う協働

のまちづくりを推進することを目的とし、嘉麻市のまちづくり

に資する公益的な事業を自主・自発的に行う市民団体に対し補

助金を交付するもの。

２ 対象事業 

市民福祉の向上および市民の利益につながり、公益上の必要

性があり協働のまちづくりの視点から必要と認められる事業

３ 補助金額 

１つの事業につき上限 50 万円、予算の範囲内で決定

４ 補助実績 

・令和２年度 24 団体 2,959 千円（※決算額） 

・令和３年度 21 団体 2,779 千円（※ 〃 ） 

・令和４年度 24 団体 3,743 千円（※ 〃 ） 

・令和５年度 26 団体 4,555 千円（※ 〃 ） 

・令和６年度 30 団体 4,607 千円（※ 〃 ） 

・令和７年度 31 団体 5,945 千円（※交付決定額） 

・令和８年度 32 団体 6,000 千円（※R8 予算要求額（R7 

予算額と同額）。団体からの補助要望額ではない。） 

５ その他 

※令和９年度以降の当補助制度、交付規程等については、更な 
る改善等を検討中（※令和８年度は現行制度）

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  総合政策課

事 業 名 ふるさと納税事業

説 明 事業全体

予算計上額 ２９９，５７３千円

概 要 

１ 事業目的 

ふるさと納税制度を活用し、地元特産品の PR 及び地域の活

性化に繋げることを目的に、寄附者に返礼品を進呈するなど、

ふるさと納税の推進を図る。 

２ 事業内容 

① 返礼品提供事業者への訪問や、嘉麻市ふるさと納税活性化

協議会（モノコト会議）の開催を通じて、返礼品の拡充を

図る。（※返礼品数の推移、令和６年度末８６２品目 ⇒

現在９６８品目）

② ふるさと納税募集に関する支援業務委託事業者との連携を

強化し、返礼品登録の推進やポータルサイト内における広

告運用等について協議を行い、寄附額の増加を目指す。

③ ふるさと納税推進本部会議及びふるさと納税推進プロジェ

クトチーム会議を定期的に開催し、多くの職員が事業に関

与する体制を構築する。併せて、新規返礼品の開発や SNS

等を活用した情報発信に取り組み、庁内全体で寄附額の増

加を目指す。

④ 総務省が定める各種ルールの変更を適切に遵守しつつ、ふ

るさと納税寄附額の増加に取り組む。

３ 過去の実績（ふるさと納税額歳入ベース） 

・令和５年度寄附額 507,815 千円（歳入決算） 

・令和６年度寄附額 352,512 千円（歳入決算） 

・令和７年度寄附額 283,560 千円（令和８年１月末歳入） 

・令和８年度予算額 600,000 千円（歳入予算額） 

※ふるさと納税事業 歳出予算額 299,573 千円につい 

ては、歳入予算額の概ね５割を計上

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 地域整備事業

説 明 地域運営組織設立支援業務委託料

予算計上額 １，１４７千円

概 要 

１ 事業目的 

 地域での生活や暮らしを守るため、地域住民自らが主体とな

って、地域の様々な関係主体が話し合い、それぞれの役割分担

を明確にしながら、生活サービスの提供などの地域課題の解決

に向けた取組を持続的に行う※地域運営組織を育成することを

目的とする委託事業である。

２ 事業内容 

 ※地域運営組織を育成していくにあたり、各地域が行う、事業

説明会、アンケート、分析、地域将来計画の策定等に対し、専

門的な視点から指導助言を行ってもらい、地域住民の理解を深

め、持続可能な地域づくりを行うものである。

支援対象地域（小さな拠点事業関係）

・熊ヶ畑地域

・足白地域

・宮野地域

※地域運営組織（RMO：Region Management Organization） 
地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と

なって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織

が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取

組を持続的に実践する組織

【参考資料 総務省 HP】  
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/chiiki_unneisosiki.html 

戻る

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 地域整備事業

説 明 歴史・文化・観光のまちづくり推進イベント実施業務委託料 

予算計上額 ５，０００千円

概 要 

１ 事業目的 

 嘉麻市地域整備基本計画（平成３０年策定）に基づき、自然

環境・歴史・文化、観光促進拠点としての整備が期待される嘉

穂庁舎跡地、大隈小学校跡地においてイベントを行い、観光資

源、知名度の向上等を図り、歴史・文化・観光のまちづくり促

進を目的とするもの。

２ 事業内容 

①イベント会場 嘉穂庁舎周辺

②事業年度 令和７年度、令和８年度

③予算配分 各年度５，０００千円（債務負担行為設定）

④イベント内容

【令和７年度事業分】令和８年３月１５日実施予定

歴史文化、スマートドリンキング（飲み方の多様性）関係の

講演、ブースイベント等（下記「４ 参考（令和７年度予算分

イベント）」参照）

【令和８年度事業分】令和８年秋頃開催予定

令和７年度開催イベントと一体性のある歴史・文化・観光の

まちづくり、スマートドリンク周遊促進イベントを行い、歴史・

文化・観光のまちづくり促進を行い嘉麻市の活性化を図るもの

である。

３ 財 源 

 アサヒビール株式会社様からの企業版ふるさと納税寄附金

（令和７年度中に企業版ふるさと納税基金に積立、令和８年度

基金繰入金）
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４ 参 考（令和 7年度予算分イベント） 

令和 8年 3月 15 日イベントに関する情報

・情報提供手法

広報誌２月号、３月号等での掲載

嘉麻市 HP、SNS 等により情報提供 

・広報嘉麻（令和８年２月号） 

・嘉麻市特設 HP URL 

https://www.city.kama.lg.jp/site/andkama/41583.html 

・嘉麻市特設 HP ２次元コード 

戻る

https://www.city.kama.lg.jp/site/andkama/41583.html
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 地域整備事業

説 明 農村型地域運営組織形成推進事業補助金

予算計上額 ５，０００千円

概 要 

１ 事業目的 

 人口減により過疎化が急速に進む本市において、地域の自立

及び維持発展に向け、地域協議会等に対し、地域の創意工夫に

よる活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の

場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付

ける取組までを総合的に支援し、農山漁村の活性化、自立及び

維持発展を推進するため、国の補助制度を活用し補助金を交付

するもの。

２ 事業内容 

 熊ヶ畑地域における地域の将来ビジョンに基づき、地域コミ

ュニティの維持に資する活動を行う農村型※地域運営組織の形

成を推進するため、以下の取組に係る調査、計画作成又は実証

に関する取組を支援

（ア）農用地保全に関する取組

持続的な農用地の保全

（イ）地域資源活用に関する取組

農産物を含む地域資源の活用

（ウ）生活支援に関する取組

農村地域における生活支援

３ 補助額 

 令和８年度新規地区は、基本的に 5,000 千円／年を上限とす

る。事業期間は３年間を上限とする。補助率は定額とする。
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４ 財源 

・農林水産省、農山漁村振興交付金（中山間地農業推進対策）

「農村型※地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業」 

補助率 10/10 

・熊ヶ畑地域小さな拠点活動の検討協議を踏まえ、当地域から 
の要請もあり国庫補助申請中

※地域運営組織（RMO：Region Management Organization） 
地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と

なって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織

が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取

組を持続的に実践する組織

【参考資料 総務省 HP】  
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/chiiki_unneisosiki.html 

戻る

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 地域整備事業

説 明 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業補助金

予算計上額 １５，０００千円

概 要 

１ 事業目的 

 過疎地域等の集落においては高齢化の進行等により、集落機

能の維持や存続が危ぶまれる集落が増加しており、医療や福祉

対策、日常生活機能の確保及び空き家や耕作放棄地の増加等の

課題が深刻化している。

本事業は、このような過疎地域等の集落において深刻化する

喫緊の課題に対応するため、基幹集落を中心として、周辺の集

落との間で「集落ネットワーク圏」を形成し、生活の営み（日

常生活支援機能）を確保するとともに、生産の営み（地域産業）

を振興するために「※地域運営組織等」が行う取組を支援するこ

とにより、継続的な集落の維持・活性化を図るため、国の補助

制度を活用し補助金を交付するもの。

２ 事業内容 

 熊ヶ畑地域における集落ネットワーク圏において、※地域運

営組織等が住民や各種団体との話合いの結果に基づき作成し

た、地域の目指すべき将来像とその実現に向けた方策に係る計

画に基づき取り組む事業を対象とする。

・集落機能維持 

・生活機能の維持 

・拠点整備

・買物支援、集落間連携

３ 補助額 

15,000 千円を上限とする。補助率は定額とする。
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４ 財源 

・総務省、過疎地域持続的発展支援交付金

「過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業」 

補助率 10/10 

・熊ヶ畑地域小さな拠点活動の検討協議を踏まえ、当地域から 
の要請もあり国庫補助申請中

※地域運営組織（RMO：Region Management Organization） 
地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と

なって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織

が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取

組を持続的に実践する組織

【参考資料 総務省 HP】  
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/chiiki_unneisosiki.html 

戻る

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 総合政策課

事 業 名 総合計画策定事業

説 明 第３次総合計画策定支援業務委託料

予算計上額 ８，８００千円

概 要 

１ 事業目的 

本業務は、第２次嘉麻市総合計画期間が令和８年度をもっ

て終了することから、今後の本市の行政運営における最上位

計画となる「第３次総合計画」の策定支援業務を委託するも

のである。 

この計画は、前計画の成果を検証するとともに、基礎調査

や社会情勢等の変化を踏まえ、市民に対してまちづくりの長

期的な展望を示し、本市が目指すまちづくりの基本構想、基

本計画となるものである。 

（１）計画年度 令和９年度～令和１８年度 

（２）計画概要 

・住民意向整理、基礎調査から課題整理 

・基本構想 

・基本計画 

２ 事業内容 

（１）委託事業年度 令和７年度～令和８年度（債務負担行為） 

（２）委託概要

①令和７年度

・市民アンケート等の基礎調査、意向調査、各課ヒアリング 
等

②令和８年度

・市民ワークショップ

・基本構想案、基本計画案策定支援

・各会議等（審議会、ワークショップ、庁内ヒアリング、

各団体ヒアリング等）運営支援

戻る
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予算名等 令和８年度一般会計予算

提出課名 デジタル戦略課

事 業 名 電算システム運用管理費

説 明 システム標準化移行業務委託料

予算計上額 ３，０５８千円

概 要 

【事業目的】

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づ

き、主要２０業務を国の標準仕様に準拠したシステムへ移行す

ることにより、将来的な保守・運用コストの抑制と行政運営の

効率化を図るとともに、全国共通仕様による住民の利便性向上

や、迅速な政策遂行が可能な情報基盤の構築を目的とするもの

です。

【事業内容】

令和８年度は、令和７年度に移行したシステムの経過措置対

象である戸籍附票システムの一部機能や帳票を対象として、標

準準拠システムへの移行・実装業務を行います。

※標準準拠システムの移行スケジュール

令和７年度： ２業務(戸籍、附票)移行予定 

令和８年度： ０業務(※経過措置対象の一部機能移行予定) 

令和９年度：１８業務(住基、税、福祉、子育て等)移行予定 
当初、令和７年度末までに２０業務を移行予定としていまし

たが、国の度重なる法改正、仕様書改版およびリソース不足等

の理由によるシステム事業者からの延伸申出に基づき、移行を

延伸するものです。

【財 源】

デジタル基盤改革支援補助金（国） １０/１０ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 デジタル戦略課

事 業 名 電算システム運用管理費

説 明 総合行政システム改修業務委託料

予算計上額 １２，５６７千円

概 要 

【事業目的】

現在、納付書や通知書等の作成に使用している連続帳票用プ

リンタの保守が令和８年度末で終了となり、今後、同等の後継

機種の生産も行われないため、連続帳票から単票用紙による印

刷体制への移行が必要となります。本事業は、行政サービスを

提供するにあたり、市で利用している総合行政システムについ

て、用紙形式の変更に合わせて印字プログラムの改修を行うも

のです。これにより、印刷機器の更新後も市民への通知業務を

遅滞なく実施し、行政サービスを継続することを目的とするも

のです。

【事業内容】

連続帳票向けの印字プログラムを単票用紙に対応した仕様

に改修し、新プリンタや圧着機に合わせ、文字の印字位置の調

整や出力形式の変更を行うとともに、正確な通知が発送できる

よう実機による動作検証を実施するものです。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 デジタル戦略課

事 業 名 電算システム運用管理費

説 明 ローカルブレイクアウト環境構築業務委託料

予算計上額 ４，５３９千円

概 要 

【事業目的】

Web 会議やクラウドサービスの利用急増に伴い、現状のネッ

トワーク制限による端末の切り替えや長時間の接続待ち時間

が業務効率を著しく低下させている状況です。本事業は、総務

省のガイドラインが推奨する「α'（アルファダッシュ）モデル」

に基づき、特定の安全なクラウドサービスに限り日常業務のパ

ソコンから直接接続できる仕組み（ローカルブレイクアウト環

境）を構築することで、セキュリティを維持しつつ、円滑に外

部連携が行える環境を整え、業務効率化および市のデジタル化

を加速させることを目的とするものです。

【事業内容】

総務省の指針に沿い、特定サービスのみ接続する専用回線用

の機器を設置・設定します。Web 会議やクラウドサービス等へ

の通信を識別し、ウイルス検知等の安全対策を施したセキュア

な通信基盤を構築するものです。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 交通安全意識啓発事業

説 明 高齢者運転免許証自主返納奨励品

予算計上額 ７００千円

概 要 

【事業の目的・内容】

高齢者の公共交通等の利用を促進するとともに、高齢運転

者による交通事故防止を図るため、嘉麻市の住民基本台帳に

記録されている７０歳以上の自ら自動車運転免許証のすべて

を返納した方に対し、市バス回数券、タクシー乗車券及び西

鉄バスニモカカードの中から希望するものを交付するもので

す。

【交付額】

種 類 交付額 備 考 

市バス回数券 6,000 円 100 円×60 枚綴 

タクシー乗車券 5,000 円 500 円×10 枚綴 

ニモカカード 5,000 円 カード保証金 500 円含む 

【過去の実績】 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

返納数（人） 143 126 96 

月平均（人） 11.9 10.5 9.6 

（R8.1.31 現在） 

【財 源】

市町村高齢者運転免許自主返納等支援事業補助金

補助率：県１/２ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 男女共同参画推進課

事 業 名 男女共同参画推進事業

説 明 男女共同参画社会基本計画策定委託料

予算計上額 ２，６８２千円

概 要 

【事業目的】

「第３次男女共同参画社会基本計画」及び「第２次配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画」（令

和４年３月策定）が令和８年度で計画期間を終えることから、

市民意識調査結果、現計画の施策の評価等から現状及び課題

について整理・分析を行い、国、県及び県内市町村の動向を

踏まえ計画を策定するものです。

【事業内容】

〇計画期間

令和９年度から令和１３年度までの５年間

〇委託内容

・現状分析、課題整理

・基本計画骨子、原案の作成

・審議会での会議支援

・パブリックコメント実施支援

・基本計画・概要版印刷 など

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 交通政策課

事 業 名 公共交通体系確保維持対策事業

説 明 碓井・大分坑線バス路線維持負担金

予算計上額 ５，２３８千円

概 要 

【目 的】

 西鉄バス碓井・大分坑線の路線を維持するにあたり、平成３

０年１０月からの運行に係る赤字補てんを実施することで、嘉

穂、碓井地区から桂川、飯塚方面への移動手段を維持確保する。 
※ 令和６年 10 月～令和７年９月の利用実績 74,618 人 

【負担金見込額】

・負担割合の算定

碓井・大分坑線 年間運行キロ数 割 合

実走行距離数 111,325.0 ㎞ 100.000％ 

嘉麻市内 40,296.0 ㎞ 36.197％ 

飯塚市内 25,696.0 ㎞ 23.082％ 

桂川町内 45,333.0 ㎞ 40.721％ 

・負担見込額の算定

※負担見込額は、路線運行に係る経費から運賃収入及び国県補

助金の額を差し引いた収支差によるもの。現状の利用実績等に

基づき試算した見込額。

碓井・大分坑線 割合 負担見込額

負担見込額計 100.000％ 14,468 千円 

嘉麻市 36.197％ 5,238 千円 

飯塚市 23.082％ 3,339 千円 

桂川町 40.721％ 5,891 千円 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  飯塚～大隈線等バス路線維持負担金 

予算計上額 ３５，４５９千円 

概 要 

 
【目 的】 
西鉄バス「飯塚～大隈線」及び「上山田線」の路線を維持す

るにあたり、令和２年１０月からの運行に係る赤字補てんを

実施することで、嘉麻市内各地域から飯塚及び新飯塚方面へ

の移動手段を確保する。 
本市から飯塚方面へ向かうこの２路線は広域的な移動にお

いて、重要な幹線路線である。 
※ 令和６年 10 月～令和７年９月の利用実績 356,095 人 

  
 
【負担金見込額】 
・負担割合の算定 

飯塚～大隈線 年間運行キロ数 割 合 

実走行距離数 242,497.4 ㎞ 100.000％ 

 嘉麻市内 184,183.0 ㎞ 75.953％ 

飯塚市内 58,314.4 ㎞ 24.047％ 

上山田線 年間運行キロ数 割 合 

実走行距離数 173,222.0 ㎞ 100.000％ 

 嘉麻市内 98,111.0 ㎞ 56.639％ 

飯塚市内 75,111.0 ㎞ 43.361％ 
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・負担見込額の算定

飯塚～大隈線 割合 負担見込額

負担見込額計 100.000％ 30,480 千円 

嘉麻市 75.953％ 23,151 千円 

飯塚市 24.047％ 7,329 千円 

上山田線 割合 負担見込額 

負担見込額計 100.000％ 21,729 千円 

嘉麻市 56.639％ 12,308 千円 

飯塚市 43.361％ 9,421 千円 

合 計 割合 負担見込額 

負担見込額計 ― 52,209 千円 

嘉麻市 ― 35,459 千円 

飯塚市 ― 16,750 千円 

※負担見込額は、路線運行に係る経費から運賃収入及び国県

補助金の額を差し引いた収支差によるもの。現状の利用実績

等に基づき試算した見込額。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  交通政策課

事 業 名 公共交通体系確保維持対策事業

説 明 二種運転免許取得補助金

予算計上額 ５９６千円

概 要 

【目 的】

 嘉麻市民の就業機会の拡大及び路線バスの乗務員確保を図

り、通学等補助金事業等の公共交通利用促進施策と合わせてバ

ス路線維持に関する取り組みを平成３０年度から行っている

もの。また、令和２年１２月からタクシー乗務員の確保を図る

ため、普通二種及び中型二種の運転免許取得に係る経費につい

ても補助対象とするよう対象範囲を拡大している。

【対象者、補助額等】

◇対象者（以下をすべて満たす者）

・市の住民基本台帳に登録されている者

・１９歳以上６５歳未満の者

・大型、中型または普通第二種免許の取得に要した費用の支

払いを行った者

・乗合バス事業者またはタクシー事業者に乗合バスの乗務員

もしくは市内を運行するタクシー乗務員として採用され

ている者

◇補助額等

補助対象経費の２分の１以内の額

※１，０００円未満切り捨て。

《参考》

・大型第二種免許取得費用（西鉄自動車学校参照） 

５９５，５４０円（普通・準中型保有者）

・補助額 ５９５，５４０円×１／２＝２９７，７７０円

・見込額 ２９７，７７０円×２人＝５９５，５４０千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  交通政策課

事 業 名 公共交通体系確保維持対策事業

説 明 通学等補助金

予算計上額 ３４，６６７千円

概 要 

【目 的】

 第２次嘉麻市総合計画、嘉麻市地域公共交通計画などに位置

づけられる公共交通の持続的な運行を確保するため、通学等に

関する負担軽減を図り、地域公共交通の利用者の増加及び定住

化促進を目的として、平成２９年度から実施している補助事業

で平成３１年度から対象者を大学・専門学校等まで拡大し、補

助金額についても３割から５割へと拡充。

【交付実績】

◇令和４年 度

申請件数 １，１１７件 通学者数 ５３８人

 補助金額 ２３，８６８，０２０円

◇令和５年 度

申請件数 １，３３７件 通学者数 ５７６人

 補助金額 ２７，４５３，２８６円

◇令和６年 度

申請件数 １，４４２件 通学者数 ５８０人

補助金額 ２８，９７３，５７６円

◇令和７年 度（令和８年１月末現在）

申請件数 １，３１２件 通学者数 ５７８人

補助金額 ２４，９１９，２１５円

【財 源】

過疎対策事業債

戻る



35 

予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  交通政策課

事 業 名 公共交通体系確保維持対策事業

説 明 待合環境整備補助金

予算計上額 ３００千円

概 要 

【目 的】

 今後見込まれるバス停へのベンチ設置要望や公共交通の待

合環境改善に取り組む各種団体等の取り組みに対し、設置後の

適切な維持管理を条件として、ベンチ設置に係る経費を以下の

とおり補助し、待合環境の改善と市の維持管理経費に係る将来

負担軽減を図るもの。

【補助対象者】

交通事業者、行政区、商工会等の団体その他これらに準ずる

ものであって、適確な管理能力を有すると認められるもの。

【補助対象経費】

ベンチ購入に要する費用（運搬費、設置費、消費税及び地方

消費税を含む）

【補助率】

補助対象経費の 2分の１とし、1脚当たり上限額 10 万円

【その他条件等】

ベンチの設置は固定式を原則とし、占用許可等の必要な手続

き、設置後の維持管理については、補助対象者において実施する

こと。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 人権・同和対策課

事 業 名 就労準備支援事業

説 明 生活困窮者就労準備支援事業委託料

予算計上額 １５，０００千円

概 要 

【事業目的】 
 ひきこもりや中高年齢者であることを理由に直ちに一般
就労が困難となっている方、及び、様々な要因により生活困
窮に陥っている方を対象に、生活習慣の定着や対人関係能
力、社会適応能力等の改善を図るための支援を行うととも
に、就労活動に必要なマナー、社会適応能力訓練等を段階的
に支援することで、就労の促進を図り、自立と社会参加につ
なぐことを目的としている。

【事業内容】
１)就労準備支援プログラムの作成 
２)日常生活自立支援、社会生活自立支援 
・適切な生活習慣、社会適応能力の形成を促す。

３)就労自立に関する支援 
・就労体験等を通して一般就労に向けた技法や知識の

習得を促す。
・様々な要因により、家族や地域住民等との関係が希薄と

なっている方に対し、訪問支援を実施し、対象者に寄り
添った支援を行う。

４)就農訓練 
・農業に関する基本的な知識を身につけるための基礎的研

修や継続的な農作業の実施及び加工・販売を含めた就労
体験を実施している。

【事業実績（支援延回数）】
・令和３年度・・・539 回 
・令和４年度・・・530 回 
・令和５年度・・・553 回 
・令和６年度・・・474 回 
・令和７年度・・・279 回（令和８年１月末現在） 

【財 源】
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：国２／３

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 生活支援課

事 業 名 自立相談支援費

説 明 生活困窮者自立相談支援委託料

予算計上額 ２０，９１５千円

概 要 

【事業目的】 

 生活困窮者からの相談に包括的に対応する相談窓口を設け、

生活困窮者の抱えている課題を分析し、その課題を踏まえた

「自立支援計画」を作成します。計画に基づき、関係機関との

連絡調整を行いながら、生活困窮状態からの早期脱却、自立を

支援する事業です。 

【事業の具体的内容】 

 平成２７年度に「かま自立相談支援センター」を設置し、

開設当初から自立相談支援事業を、平成２８年度からは家計

改善支援事業を加えた２事業を嘉麻市社会福祉協議会に委託

し事業を行っています。 

・自立相談支援事業（必須事業） 

生活困窮者からの相談を受け、相談者が抱える問題を評価・

分析し、自立支援計画を策定しています。自立支援計画に沿っ

て関係機関との連携調整を行いながら包括的な支援を行い、早

期の自立を目指す事業です。 

・家計改善支援事業 

生活困窮者の家計の立て直しを支援しています。家計状況の

「見える化」と根本的な課題を把握し、相談者が自ら家計を管

理できるように、状況に応じた支援計画の作成、相談支援、関

係機関へのつなぎ等を行い、早期の生活再生を支援する事業で

す。 
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【過去の実績】 

・令和６年度実績 

自立支援新規相談 105 件 

自立支援プラン策定件数 26 件  

家計改善支援プラン策定件数 11 件 

・令和７年度実績（令和 7年 12 月現在） 

自立支援新規相談 78 件 

自立支援プラン策定件数 23 件  

家計改善支援プラン策定件数 6 件 

 かま自立相談支援センター、生活支援課、健康課、ハローワ

ーク、嘉麻市社会福祉協議会、障がい者基幹相談支援センター

等の関係機関が参加する支援調整会議の中で支援策を協議し、

地域の機関が協力して支援を行っています。 

 支援調整会議以外でも、かま自立相談支援センターと生活支

援課で日頃から連携を図り、支援の方法について協議を重ねな

がら事業を実施しています。 

【財 源】 

・自立相談支援事業 

生活困窮者自立相談支援事業費等負担金：国３/４ 

・家計改善支援事業  

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：国２/３ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 生活安全推進事業

説 明 防犯灯建替工事

予算計上額 ２，３９３千円

概 要 

【事業の目的・内容】

夜間における犯罪、事故等の発生を防止するため、防犯灯

の設置及び維持管理を行うものです。

【設置基準】

１．設置区間

① 国県市道で夜間において歩行者が通行する区間

② 児童生徒の通学路のうち主要な区間

③ その他市長が必要と認める区間

２．設置基準

上記区間のうち以下の要件のいずれにも該当する箇所

① 道路又は通路のうち、夜間の歩行者の安全確保又は犯罪

防止のために必要と認められる場所

② 設置間隔は、おおむね 50ｍ以上

【過去の実績】 

区 分 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

新 設 18 16 5 

移 設 12 3 15 

建 替 2 8 11 

撤 去 6 3 10 

その他 1 1 0 

（R8.1.31 現在） 

【財 源】

過疎対策事業債

・充当率：１００％

・交付税措置：元利償還金の７０％

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 生活安全推進事業

説 明 防犯カメラ設置支援事業補助金

予算計上額 ２５０千円

概 要 

【目 的】

 街頭犯罪の防止や子どもの安全確保及び地域住民の不安解

消を図り、もって市民が安全で安心して暮らすことができる

犯罪のない地域社会づくりの推進を図るため、防犯カメラを

設置及び維持する地域団体又は事業者に対し、補助金を交付

するものです。

【補助対象経費】

新たな防犯カメラの購入又は賃貸及び設置工事等に要する

経費（メンテナンス等の維持及び管理経費は除く）

【補助金の額】

〇地域団体 補助対象経費の１/２以内の額

上限５０千円

※ただし、福岡県防犯対策カメラ設置支援事業と

して採択された場合 上限１００千円

〇事 業 者 補助対象経費の１/２以内の額

上限５０千円

【財 源】

防犯対策カメラ設置支援事業補助金（地域団体のみ）

補助率：県１/２ ５０千円（上限） 

【実 績】

Ｒ６年度２件 Ｒ７年度０件（R8.1.31 現在） 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 生活安全推進事業

説 明 犯罪被害者等見舞金

予算計上額 ４００千円

概 要 

【事業の目的】

犯罪等により被害を受けられた方及びその家族や遺族は、

生命や身体への危害といった直接的な被害に加え、周囲から

の誹謗中傷などの「二次被害」や加害者からの「再被害」の

恐れがあることから、市の責務を明らかにすることにより、

ソフト的支援に加えて、金銭的支援を行うことで、犯罪被害

者等を社会全体で支え、市民誰もが安心して暮らすことがで

きる地域社会を実現することを目的としています。

【事業内容】

犯罪被害者等見舞金

遺族見舞金 ３００千円 

傷害見舞金 １００千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 高齢者介護課

事 業 名 高齢者福祉事業

説 明 グランドパス補助金

予算計上額 １，５６０千円

概 要

【補助の目的】

 市内の６５歳以上の高齢者が西日本鉄道株式会社の実施す

る「西鉄グランドパス」（西鉄路線バス乗り放題定期券）を購入

する際、購入額の一部を市が補助することで、低料金で交通機

関を利用できる体制を整備し、高齢者の公共交通の利用及び外

出支援や免許返納の推進を図ることを目的とする。

【補助対象】

・市内在住の６５歳以上の高齢者 

・申請により補助証明書を発行し、「西鉄グランドパス」を購入

する際に購入額の一部を補助する。

【補助金額】

定期券種 通常価格 補助額 本人負担額 

グランド

パス６５ 

3 か月券 18,000 円 4,500 円 13,500 円 

6 か月券 32,100 円 9,000 円 23,100 円 

１年券 52,900 円 16,000 円 36,900 円 

グランド

パス７５ 

3 か月券 14,300 円 3,500 円 10,800 円 

6 か月券 25,500 円 7,000 円 18,500 円 

１年券 42,000 円 13,000 円 29,000 円 

【令和７年度実績（４月～１２月）】 

定期券種 購入者数 補助額計 

グランド

パス６５ 

3 か月券  28 人 126,000 円 

6 か月券  10 人  90,000 円 

１年券  4 人  64,000 円 

グランド

パス７５ 

3 か月券  54 人  189,000 円 

6 か月券  22 人 154,000 円 

１年券  21 人 273,000 円 

合 計  139 人 896,000 円 

【財 源】

過疎対策事業債（ソフト）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 高齢者介護課

事 業 名 高齢者福祉総務事業費

説 明 高齢者コミュニティ支援交付金

予算計上額 ９，０６４千円

概 要

【交付の目的】

 嘉麻市に居住する高齢者の見守りやコミュニティづくりを

目的とした事業に対し、交付金を交付するもの。令和２年度ま

で実施していた敬老事業補助金の使用用途の枠を広げ、多種多

様な事業に柔軟に対応できるようにした。

【交付対象者】

・市内在住の７５歳以上の高齢者

（令和８年度中に７５歳になる方を含む） 

【対象事業】

・高齢者の見守りに関するもの

・高齢者のコミュニティづくりに関するもの

・高齢者の長寿の祝いに関するもの

【交付金額】

交付対象者１人につき１，０００円 

【交付先】

嘉麻市行政区長連合会

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 社会福祉課

事 業 名 障害者福祉総務費

説 明 障がい者計画及び障がい福祉・障がい児福祉計画策定業務

委託料

予算計上額 ６，８７８千円

概 要 

第５期嘉麻市障がい者計画

【事業目的】

 市の障がい者施策を総合的に推進するための基本計画であ

り、市民、関係機関、団体、事業所、市が、それぞれ自主的か

つ積極的な活動を行うための指針として策定する。

【事業内容】

計画期間：令和９年度～令和１３年度（５年間）

業務委託内容：現状分析、課題整理、計画素案作成等

第８期嘉麻市障がい福祉計画・第４期嘉麻市障がい児福祉計画 
【事業目的】

 国の基本指針に基づき、障がいのある方又は障がいのある児

童の地域生活を支援するためのサービス基盤等に係る成果目

標を設定するとともに、サービスの必要量を見込み、その提供

体制の確保を図るために策定する。

【事業内容】

計画期間：令和９年度～令和１１年度（３年間）

※「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するための指針」において、３年を一期として

定められている。

業務委託内容：現状分析、課題整理、計画素案作成等

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 保育体制強化事業補助金

予算計上額 １７，４００千円 

概 要 

【補助目的】

保育に係る周辺業務を行う保育支援者を配置することで保

育士の負担を軽減し、保育士の就業継続や離職防止など、保育

体制の強化を図ります。

【補助内容】

保育支援者の配置に要する費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（１０園） 

【財 源】

保育体制強化事業費補助金（県） ３/４ 

 ※うち国の間接補助 ２/４ 

※保育支援者

保育士資格を有しない者で、保育に係る周辺業務（保育設備・

遊具等の消毒・清掃、給食の配膳・片付け、寝具の用意・片

付け、園外活動時の見守りなど）を行う者

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 家庭支援推進保育事業補助金

予算計上額 ７，７１８千円

概 要 

【補助目的】

日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、

配慮が必要な家庭環境にある子どもを多数（４０％以上）受け

入れている保育所に保育士の加配を行うことで、入所児童の処

遇向上を図ります。

【補助内容】

保育士の加配に要する費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（２園）

【財 源】

家庭支援推進保育事業費補助金（国） １/２

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 保育補助者雇上事業補助金

予算計上額 ２４，４１０千円

概 要 

【補助目的】

保育士資格を持たない保育補助者を加配することで、保育所

等における保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止を図りま

す。また、事業者は保育補助者に対し、保育士資格の取得を促

し、保育人材の確保を図ります。

【補助内容】

保育補助者の加配に必要な費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（１０園）

【財 源】

保育補助者雇上強化事業費補助金（県） ７/８ 

 ※うち国の間接補助 ６/８ 

※保育補助者

保育士資格を有しない者で、保育士の補助（保育に係る周辺

業務ではなく保育業務の補助）を行う者

戻る



48 

予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 防犯対策強化整備事業補助金

予算計上額 ６，０３０千円

概 要 

【補助目的】

保育所等における防犯対策を強化することで、安心・安全な

保育環境の整備を図ります。

【補助内容】

非常通報装置や施設外を撮影する防犯カメラの設置、外構整

備等に要する費用の一部を補助します。 

【補助対象】

私立保育園等（２園） 

【財 源】

・防犯対策強化整備事業費補助金（国） １/２ 

・過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 保育環境改善等事業補助金

予算計上額 ３，０００千円

概 要 

【補助目的】

保育所等における安全対策のために必要な設備を整備する

ことで、こどもを安心して育てることができる保育環境の整備

を図ります。

【補助内容】

睡眠中の事故防止対策に必要な機器（午睡センサー等）の購

入等に要する費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（８園）

【財 源】

保育環境改善等事業費補助金（国） １/２

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  こども育成課

事 業 名 私立保育園等運営事業

説 明 私立保育園施設整備事業補助金 ２６，２５０千円

私立保育園施設整備事業助成金  ４，３７５千円

予算計上額 ３０，６２５千円

概 要 

【事業目的】 

保育の提供体制確保に向けて、保育所等の修理や改造などを

行うことで、こどもを安心して育てることができる保育環境の

整備を図ります。 

【事業内容】 

保育園の改修に要する経費の一部に対し、補助金を交付する

とともに、「嘉麻市社会福祉法人の助成に関する条例」及び「嘉

麻市社会福祉法人の助成に関する規則」に基づき、助成金を交

付します。 

【補助対象】

私立保育園（１園）

【財 源】 

・就学前教育・保育施設整備交付金（国） １/２ 

・過疎対策事業債 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  こども育成課

事 業 名 出産祝金事業

説 明 すくすくかまっこ祝金

予算計上額 ８，０００千円

概 要 

【事業目的】 

 市の次世代を担う子どもの誕生を祝福し、健やかな成長を願

い、子育て世帯への経済的負担の軽減を図るとともに、子ども

の健全な育成に寄与します。 

【事業内容】 

新生児１人につき５万円を支給します。 

50,000 円×160 人＝8,000 千円 

【財 源】

地方創生臨時交付金（国） １０/１０

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 障がい児保育支援事業

説 明 障がい児保育支援事業補助金

予算計上額 １７，８２０千円

概 要 

【補助目的】

保育を必要とする、心身に障がいのある児童を保育所に受け

入れ、保育を実施することにより、社会性及び心身の発達を支

援し、児童の福祉の向上を図ります。

【補助内容】

私立保育園等が障がい児を受け入れるために必要な保育士

等の加配に要する費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（１０園）

【財 源】

過疎対策事業債（ソフト）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 子ども・子育て支援事業

説 明 一時預かり事業補助金

予算計上額 １５，７６０千円

概 要 

【補助目的】

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児

童を保育所等において一時的に預かることで、安心して子育て

ができる環境を整備するとともに、育児疲れ等による保護者の

心理的・身体的負担の軽減を図ります。

【補助内容】

児童を一時的に預かる事業を実施する保育所等に対し、その

費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（５園）私立幼稚園（３園）、

広域入所私立幼稚園

【財 源】

・一時預かり事業費補助金（国） １/３ 

・一時預かり事業費補助金（県） １/３

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  こども育成課

事 業 名 子ども・子育て支援事業

説 明 地域子育て支援拠点事業補助金

予算計上額 ２５，７７３千円

概 要 

【補助目的】

地域子育て支援拠点事業を実施する子育て支援センターに

おいて、子育て中の親子が気軽に集い、安全に相互交流や子育

ての不安・悩みを相談できる場を継続的に提供し、子育ての孤

立感、負担感の軽減を図ります。

【補助内容】

地域子育て支援拠点事業を実施する私立保育所等に対し、そ

の費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園等（２園）

【財 源】

・地域子育て支援拠点事業費補助金（国） １/３ 

・地域子育て支援拠点事業費補助金（県） １/３

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 こども育成課

事 業 名 子ども・子育て支援事業

説 明 延長保育事業補助金

予算計上額 １，９０９千円

概 要 

【補助目的】

保護者が子育てと仕事を両立しやすくなるよう、保育時間を

延長することによって、多様化する勤労形態に対応し、保護者

の就労等の支援を図ります。

【補助内容】

保育時間の延長に要する費用の一部を補助します。

【補助対象】

私立保育園（１園）

【財 源】

・延長保育事業費補助金（国） １/３ 

・延長保育事業費補助金（県） １/３

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  子育て支援課

事 業 名 乳幼児保健事業

説 明 新生児聴覚検査委託料、新生児聴覚検査負担金

予算計上額 ５９５千円

概 要 

【事業目的】

先天的に難聴のあるお子さんは 1,000 人に 1～2 人と言われ

ており、耳からの情報の制約は言語発達やコミュニケーション

形成、情緒、社会性の発達に大きく影響します。

新生児聴覚検査は、先天性難聴の早期発見、早期支援のため

に、生後間もない赤ちゃんに耳の聞こえの検査を行うもので、

全ての新生児を対象に聴覚検査を実施することにより、難聴児

の早期発見・早期介入につながり、聴覚障がいによる発達等の

影響が最小限に抑えられるため、新生児聴覚検査の費用を助成

し、検査の全数実施を図り、乳児の健康の保持増進を図るもの

です。

【事業内容】

令和３年度から生活保護世帯・市町村民税非課税世帯を対象

に聴覚検査費用の助成を実施。令和 7年度からは嘉麻市・飯塚

市・桂川町の２市１町統一事業として全ての新生児を助成対象

として実施しており、自動ＡＢＲ（自動聴性脳幹反応検査）

5,000 円、ＯＡＥ（耳音響放射検査）3,000 円を上限とした聴覚

検査費用を助成するものです。契約医療機関以外で受検した場

合は、償還払いにて対応するものです。 

■予算内訳

○新生児聴覚検査委託料   525 千円 

○新生児聴覚検査負担金    70 千円 

 計 595 千円 

【財 源】 

地方交付税（普通交付税「こども子育て費」）措置

戻る
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予 算 名 等  令和８年度嘉麻市一般会計当初予算

提 出 課 名  子育て支援課

事 業 名 妊婦保健事業

説 明 妊婦健康診査委託料、妊婦健康診査県外負担金

予算計上額 １５，０１０千円

概 要 

【事業目的】

母子保健法に基づき、妊娠の届出をした妊婦に対し、妊婦健

康診査を実施し、安心・安全な出産に向けて、母体や胎児の健

康管理を行うとともに、経済的負担の軽減を図るものです。

妊婦健康診査の内容については、「妊婦に対する健康診査に

ついての望ましい基準」（平成 27 年３月 31 日厚生労働省告示

第 226 号）において、その実施時期、回数及び検査項目等が定

められています。 

【事業内容】

母子健康手帳交付時に 14 回分の妊婦健康診査補助券を交付

し、妊婦健診費用の公費負担を行っています。 

妊娠初期～23 週まで 4 週間に 1回 

24 週～35 週まで   2 週間に 1回 

36 週～出生まで    1 週間に 1回 

HTLV-1 抗体検査、血糖検査、貧血検査、性器クラミジア検

査、B 群溶血性レンサ球菌検査、超音波検査等を実施しており、

令和 7年度より子宮頸がん検診が追加となっています。 

健診結果をデータ管理し、訪問や保健指導・栄養指導に役立

てています。

■予算内訳

○妊婦健康診査委託料 14,939 千円

○妊婦健康診査県外負担金   71 千円 

計 15,010 千円

【財 源】

地方交付税（普通交付税「こども子育て費」）措置

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  子育て支援課

事 業 名 教育相談事業

説 明 教育相談事業全般

予算計上額 １８，６９２千円

概 要 

【事業目的】

児童生徒、保護者の悩みを解決するために家庭、学校、地域、

関係機関、団体と連携しながら助言・支援を行い、こどもの健

全な育成を図ることを目的としています。

【事業内容】

（１）教育相談事業

①教育相談：発達や教育に関わる問題など、悩みを持つこ

どもや保護者などに対し、心理的・教育的な支援を行

う。（令和６年度 延べ１，０４８件）

②就学相談：子どもたち一人一人の可能性を最大限に伸

ばし、健やかな成長を図るためにその子に応じた最も

ふさわしい教育が受けられるように関係機関と連携の

もと就学に向けての相談を実施。

（令和６年度 延べ８９件）

（２）学習等支援室の運営

心理的、情緒的、身体的、もしくは社会的要因又は背景

によってひきこもり傾向にあり、出席しない又はする 

ことができない児童生徒が自らの進路を主体的に捉え社

会的に自立の基礎を養うことができる学びの場へつなぐ

までの当面の間、必要に応じて学習支援・生活支援・進路

支援等を行う。（令和６年度利用登録者数２３人）

（３）スクールソーシャルワーカー派遣事業

福祉の専門家として、社会資源の情報提供など児童生徒

が生活の中で抱えている問題の解決に努める。

（スクールソーシャルワーカー配置事業費補助金１/３） 
（４）スクールカウンセラー派遣事業

心理の専門家として、児童生徒へのカウンセリング・発

達検査を実施し、教職員、保護者への助言を行い、児童

生徒の心の悩みの深刻化やいじめ・不登校等の未然防止、

早期発見・早期対応を図る。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  子育て支援課

事 業 名 妊婦のための支援給付運営事業

説 明 事業全体

予算計上額 １６，０７６千円

概 要 

【事業目的】

 妊娠期から出産・育児期まで切れ目ない支援を行うため、妊

婦等包括相談支援事業等の支援を効果的に組み合わせ、妊婦等

の身体的、精神的ケア及び経済的支援を図ります。

【事業内容】

 妊婦１人につき５万円分の現金またはギフト（電子ポイント

55,000 円分）を、妊娠しているこども１人につき５万円分の現

金またはギフト（電子ポイント 55,000 円分）を支給します。 

 現金（口座振込）で受け取るか、ギフト（電子ポイント）で

受け取るかは、受給者の希望によります。なお、ギフト（電子

ポイント）の場合は、希望商品を自宅へ送付します。 

・妊婦支援ギフト委託料：50 千円×64 人＝3,200 千円 

・妊婦支援給付金（現金）：50 千円×256 人＝12,800 千円 

【財 源】

・妊婦のための支援給付交付金（国） １０/１０ 

・妊婦のための支援給付費補助金 

事務費補助金（国）１/２、（県）１/４

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  健康課

事 業 名 予防接種事業

説 明 定期予防接種業務委託料

予算計上額 ８５，０００千円

概 要 

【事業目的】 

 予防接種法上のＢ類疾病に位置付けられたインフルエンザ、

高齢者肺炎球菌、新型コロナ及び帯状疱疹について、個人の発

病又はその重症化を防止し、その積み重ねとしての間接的な集

団予防を図ることを目的に、市が実施主体として定期接種を行

うにあたり、実施医療機関への接種業務委託料を計上するもの

です。 

【事業内容】 

・高齢者インフルエンザ予防接種業務委託料 

実施期間：令和 8年 10 月 1 日～令和 9年 2月 28 日（予定） 

接種対象者：65 歳以上の方、及び 

60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

・高齢者肺炎球菌予防接種業務委託料 

実施期間：令和 8年 4月 1日～令和 9年 3月 31 日 

接種対象者：65 歳の方、及び 

60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

・高齢者新型コロナワクチン予防接種業務委託料 

※令和 6年 10月 1日付け定期接種化 

実施期間：令和 8年 10 月 1 日～令和 9年 3月 31 日 

接種対象者：65 歳以上の方、及び 

60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 



61 

・高齢者帯状疱疹ワクチン予防接種業務委託料 

※令和 7年 4月 1日付け、定期接種化 

実施期間：令和 8年 4月 1日～令和 9年 3月 31 日 

接種対象者：65 歳の方、及び 

 60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

〈5年間の経過措置〉 

・65 歳を超える方について、70 歳から 100 歳までの 5 歳年齢

ごと（70・75・80・85・90・95・100 歳）を接種対象とする。 

【事業実績】 

定期予防接種業務委託料 決算額の推移 

年 度 決算額 対象疾病 

令和４年度 38,457千円 ・インフルエンザ 

・肺炎球菌 

・新型コロナ：令和

６年度から定期接

種化

令和５年度 37,133千円 

令和６年度 66,651千円 

※帯状疱疹：令和７年度から定期接種化 

【財 源】 

一般財源 

※低所得者の接種費用を無料とするため、総接種費用の 3 割について 

普通交付税措置 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 健康課

事 業 名 予防接種事業

説 明 予防接種健康被害救済負担金

予算計上額 １，５７５千円

概 要 

【事業目的】

 予防接種健康被害救済制度は、予防接種法に基づく定期及び 
臨時の予防接種による健康被害救済にかかる給付を行うもの

で、申請（給付の請求）に対し厚生労働大臣が認定した場合に 
市が健康被害に対する給付を行うものです。

【事業内容】

 今回の予算計上については、新型コロナワクチン接種後の健 
康被害について申請があり、市から県を通じて国に進達後、予 
防接種法第１５条第１項に基づく疾病等の認定について、国か 
ら通知があったもののうち、下記の継続負担金を給付。

・給付金の対象者：３名

・給 付 金 額：１，５７４，４００円（見込）

（内 訳）

医 療 費     ２１０，０００円（見込）

医療手当   １，３６４，４００円（見込）

【財 源】

新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金

（補助率 国：１０/１０）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  子育て支援課

事 業 名 予防接種事業

説 明 定期予防接種業務委託料、予防接種県外接種費負担金

予算計上額 ４４，６１１千円

概 要 

【事業目的】 

 予防接種法に基づく定期予防接種（Ａ類疾病）を実施し、感

染症の蔓延を防ぐと共に、感染から乳幼児の健康を守ることを

目的としています。そのために接種機会を安定的に確保すると

共に、一定の接種率を確保するため、市が実施主体として定期

接種を行うにあたり、実施医療機関への接種業務委託料を計上

するものです。 

【事業内容】 

○定期予防接種業務委託料：44,114 千円

ＭＲ（麻しん・風しん）・二種混合・ＢＣＧ・五種混合・

日本脳炎・ＨＰＶ（子宮頸がん）・ヒブ・小児用肺炎球

菌・水痘・Ｂ型肝炎・ロタ・ＲＳウイルス（令和 8年

4月 1日から実施予定）のＡ類疾病の接種の実施

○県予防接種センター委託料：112 千円

定期予防接種のうち、予防接種要注意者（心臓血管系

疾患等の基礎疾患や全身性発疹等のアレルギーなど）

に対する接種の実施

〇風しん予防接種助成委託料：174 千円 

先天性風しん症候群または風しんの発症・重症化予防 

のため、抗体価が低い妊娠希望者等にワクチン接種を 

実施 
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〇予防接種県外接種費負担金：211 千円 

県外で予防接種を実施した場合の償還払い 

計 44,611 千円

【事業実績】 

定期予防接種業務委託料等の決算額の推移 

年 度 
決算額 

定期予防接種業務委託料等※ 予防接種県外接種費負担金 

令和 4年度 46,854,778 円 92,400 円 

令和 5年度 42,363,727 円 385,948 円 

令和 6年度 59,484,239 円 592,002 円 

※定期予防接種業務委託料、県予防接種センター委託料、風しん予防接種

助成委託料の各年度の合計額

【財 源】

一般財源（９割程度が地方交付税措置）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 市民課

事 業 名 高齢者保健・介護一体化事業

説 明 事業全体

予算計上額 １２，６６４千円 

概 要 

【事業目的】

 後期高齢者医療広域連合からの委託を受け、市の保健師等専

門職が後期高齢者の医療・介護情報のデータ把握を一括して行

い、地域の健康課題を整理・分析したうえで、個々に応じたア

プローチを一体的に行うことで、健康寿命の延伸を図ることを

目的としている。

【事業内容】

・ハイリスクアプローチ（高齢者に対する個別支援）

健診、医療及び介護に繋がっていない「健康状態不明者」 
への訪問を実施し、状態に応じて必要な支援につなげる。 

・ポピュレーションアプローチ（通いの場への積極的な関与等） 
介護予防事業と連携のもと、住民主体の通いの場におい

て、生活習慣病予防やフレイル予防等の健康教育を実施。 
・助言者連携会議（年２回）

多職種でケース検討を行うことで、支援の充実を図る。

 等

【財 源】

後期高齢者医療広域連合保健事業委託金 ８，７９６千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 健康課

事 業 名 健康診査事業

説 明 がん検診委託料

予算計上額 ２１，５５４千円

概 要 

【事業目的】

 健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業として、がん

の早期発見・早期治療により、がんによる死亡者の減少を図る

とともに、がんの予防について広く普及し、健康増進を図るこ

とを目的に、市が実施主体としてがん検診を行うにあたり、実

施機関への各種がん検診委託料を計上するものです。

【事業内容】

 国が定めるがん検診推奨年齢対象者ががん検診を受診する

ため、市内４か所の公共施設で総合（集団）検診を実施。

乳がん及び子宮頸がん検診に関しては、集団検診のほか、年

間を通じて市内の実施医療機関において個別検診を実施。

【事業実績】

がん検診委託料 決算額の推移

年 度 決算額 検診項目

令和４年度 19,191 千円 
・胃がん

・子宮頸がん

・乳がん

・大腸がん

・肺がん

・前立腺がん

・口腔がん

令和５年度 18,287 千円 

令和６年度 19,049 千円 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  健康課

事 業 名 健康診査事業

説 明 骨髄等移植ドナー助成金

予算計上額 ２００千円

概 要 

【助成目的】

 骨髄バンク（※）にドナー登録を行った提供者の、休業による

経済的負担を軽減することにより、骨髄等の移植及びドナー登

録を推進することを目的とする。

（※）公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業をいう。

【助成対象者】

次のいずれにも該当する方

・骨髄バンクにドナー登録を行い、骨髄等の提供が完了した

時点で市内に住所を有する方

・事業所等に勤務、または自営業に従事する方

・他の制度により同種の助成金の交付を受けていない方

【助成内容】

骨髄等の提供に際し、健康診断等のための通院や骨髄等採

取のための入院により休業した日（※）について、日額２万円

（１回の骨髄等の提供につき２０万円を限度）の助成金を交

付する。

（※）勤務する事業所等が定める休日及びドナー休暇制度を利用して取

得して休業した日を除く。

【助成実績】※令和４年度開始事業 

令和５年度：なし 令和６年度：なし 

令和７年度（１月末時点）：なし 

【財 源】

骨髄等移植ドナー助成事業費補助金（県費１/２）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  健康課

事 業 名 健康診査事業

説 明 アピアランスケア推進事業助成金

予算計上額 １６０千円

概 要 

【助成目的・概要】 

 がん患者やがん経験者のがん治療に伴う心理的な負担を軽

減するとともに、社会参加を促進し、療養生活の質の向上を目

的とし、医療用ウイッグ等の購入費の一部を助成する。 

・対象者：がん患者及びがん経験者 

・助成対象となる用具：医療用ウイッグ等及び補整具等 

・助成額：購入費の１／２ 

※助成上限額：➀医療用ウィッグ等 ２０千円 

➁補整具等     １０千円 

➀・➁それぞれ１回を限度に助成 

【助成実績】令和 5年度開始事業 

年 度 助成額 備 考 

令和６年度 151,000 円 
医療用ウィッグ 8 件 

補整具     1 件 

令和７年度 

（１月末現在） 
125,000 円 

医療用ウィッグ 6 件 

補整具     1 件

【財 源】 

アピアランスケア推進事業費補助金（県費１/２） 

【参 考】 

～アピアランス（外見）ケアとは～ 

 がん医療の進歩により、治療を継続しながら社会生活を送るがん患者が

増加する中、治療に伴う外見の変化に対して「医学的・整容的・心理社会的

支援を用いて、外見の変化を補完し、外見の変化に起因するがん患者の苦痛

を緩和するケア」を行うことをいう。 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  健康課

事 業 名 健康診査事業

説 明 小児・ＡＹＡ世代がん患者在宅療養生活支援事業助成金

予算計上額 ３６０千円

概 要 

【助成目的】

小児・AYA 世代（※）のがん患者が、住み慣れた自宅で、安心

して療養生活を送ることができるよう、訪問介護等の在宅介護

サービスの利用に係る費用の助成を行う。 

（※）AYA 世代：１５歳～３９歳の思春期・若年成人の世代を指す。 

【助成概要】

・対象者：４０歳未満のがん患者

※介護保険における特定疾病としての「がん」の定義及び診断基準に該当する方

・対象となるサービス

➀訪問介護（身体介護・生活援助・通院等乗降介助） 

➁訪問入浴介護  

➂福祉用具貸与（車いす・特殊寝台） 

・自己負担：サービス費用の 1割（利用上限額：６万円／月）

【助成実績】令和５年度開始事業

令和６年度：なし 令和７年度（１月末時点）：１件

（申請中）

【財 源】

小児・AYA 世代がん患者 
在宅療養生活支援事業費補助金（県費 45/100）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 環境課

事 業 名 浄化槽整備事業

説 明 浄化槽設置整備事業補助金

予算計上額 ５０，３４８千円

概 要 

【補助目的】

生活雑排水による公共用水域等の水質汚濁を防止するため、

住宅に合併処理浄化槽を設置しようとする者、また、老朽化に

伴う劣化や破損により、新たな合併処理浄化槽へ更新しようと

する者に対して補助金を交付する。

【補助金額】

人槽 新築 

くみ取り

からの 

転換 

単独処理

浄化槽か

らの転換 

更新 

（８年度～） 

５人槽 332 千円 332 千円 332 千円 332 千円 

７人槽 414 千円 414 千円 414 千円 414 千円 

10 人槽 548 千円 548 千円 548 千円 548 千円 

処分費・ 

配管設置費

加算 

－ 

処分費

120 千円 

配管設置費 

330 千円 

処分費

150 千円 

配管設置費 

330 千円 

処分費

150 千円 

－ 

【汚水処理人口普及率】 

福岡県 94.9％ 

嘉麻市 49.5％ 

【財 源】 

国庫 １/３ 

県費 １/３ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 環境課

事 業 名 新エネルギー事業

説 明 住宅用太陽光発電システム設置補助金

予算計上額 １，０００千円

概 要 

【補助目的】

環境にやさしいまちづくりのため、家庭への自然エネルギー

の導入を進めるとともに、自然エネルギーを有効に活用し、地

球温暖化の防止施策等を推進するため、自ら居住する住宅に太

陽光発電システムを設置しようとする者に対して補助する。 

【補助金額】

太陽電池モジュールの公称最大出力値の合計値（４キロワッ

トを超えるものは４キロワットとする。）に２０，０００円を乗

じて得た額とし、上限を８０，０００円とする。

【過去の実績】 

令和４年度  ２２件 １，７０２千円 

 令和５年度  １３件 １，０３１千円

 令和６年度  １２件  ９４８千円

【今年度執行見込み額】

令和７年度   ６件 ４６５千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 産地形成政策費

説 明 経営所得安定対策等推進事業費補助金

予算計上額 ２，３５０千円

概 要 

【補助目的】

国の事業である経営所得安定対策等の実施に必要となる推

進活動等のうち、現場における推進活動や要件確認等に必要と

なる経費を助成する。

【補助対象事業者】

嘉麻市農業再生協議会

【補助内容】

・経営所得安定対策等の普及推進活動（説明会等）

・需要に応じた作物の生産方針等のビジョン策定

・営農計画書等の作成、配布、回収、整理取りまとめ

・対象作物の作付面積・生産数量等の確認事務

・農業者情報のシステム入力・集計事務

・産地交付金の要件設定・確認事務

・農業者の水田農業等の収集・整理事務

・品目毎作付けの現地確認

【財 源】

経営所得安定対策等推進事業費補助金：国 １０/１０

戻る



73 

予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 産地形成政策費

説 明 農業振興対事業補助金

予算計上額 ２４，８５６千円

概 要 

水田農業担い手機械導入支援事業 

【事業目的】 

高性能農業機械の導入によって農作業の集約化と生産コス

トの低減を図り、競争力ある土地利用型農業を実施するため、

認定農業者等の担い手に対し、その経費の一部を支援する。 

【事業内容】 

事業費の 1/2 以内 （単位：千円） 

利用区分 所在 導入機械 事業費(税抜) 補助金 

Ａ 個人 貞 月 田植機 等 6,666 3,333 

Ｂ 個人 上西郷 田植機 等 10,362 5,181 

Ｃ 個人 大 力 トラクター 11,203 5,602 

Ｄ 個人 下牛隈 ドローン 2,024 1,012 

Ｅ 個人 屏 トラクター 8,801 4,400 

Ｆ 法人 山 野 ドローン 2,085 1,043 

Ｇ 法人 下山田 乗用管理機 8,569 4,285 

計 49,710 24,856 

【財 源】

福岡県農業振興対策事業費補助金：県 ２/３以内 

嘉麻市農業振興対策事業費補助金：市 １/３以上 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 産地形成政策費

説 明 環境保全型農業直接支払交付金

予算計上額 ２，７０５千円

概 要 

【交付目的】

農業・農村の多面的機能を発揮するため、地球温暖化防止等

に効果の高い営農活動に対し、国、県と連携して支援する。

【交付内容】

 化学肥料及び化学合成農薬の使用を、県の慣行レベルから

原則５割以上低減する取り組みと併せて、次の取り組みに対

して交付金を交付する。

取組者数 取組面積 交付単価 補助金 

有機農業 １ 52ａ 1,600 円/ａ 83,200 

堆肥施用 １ 1,998ａ 360 円/ａ 719,280 

緑肥施用 ２２ 3,805ａ 500 円/ａ 1,902,500 

合計 2,704,980 

【財 源】

環境保全型農業直接支払交付金：

・国 １/２ ・県 １/４ ・市 １/４以内 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 担い手育成政策費

説 明 農業振興対策事業費補助金

予算計上額 １５，０００千円

概 要 

新規就農者育成総合対策事業

【補助目的】

次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直

後の経営確立を支援する資金（３年間）を交付することにより

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る。

【補助内容】

≪交付単価≫

 年１５０万円／名（上期・下期 各７５０千円）

≪交付期間≫

３年間

≪交付対象者≫

令和６年度から継続して受ける者：３名

令和７年度から継続して受ける者：４名

令和８年度から新たに受ける者 ：３名

【財 源】

新規就農者育成総合対策補助金：県 １０/１０ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 中山間地域保全対策費

説 明 中山間地域等直接支払交付金

予算計上額 ７４，２７６千円

概 要 

【交付目的】

 中山間地域等において、農業生産活動が継続的に行われる

よう、農業の生産条件に関する不利を補正するため、国及び

県と連携して支援する。

【交付内容】

 集落が協定に掲げた実施区域面積に対し、次の単価を掛け

た金額を交付する。

≪交付単価≫

田（急傾斜）  ２１，０００円/１０ａ 

≪加算額≫

超急傾斜農地保全管理加算 ６，０００円/１０ａ 

ネットワーク化加算  １０，０００円/１０ａ（最大） 

スマート農業加算  ５，０００円/１０ａ 

≪取組集落数≫

 １８組織

≪取組面積≫

３３，８１７ａ

【財 源】

中山間地域等直接支払事業費補助金：

・国 １/２ ・県 １/４ ・市 １/４ 
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【積算根拠】

No 
集

落 

対象面積 負担額（円） 予算要求

額 

（円） 

田 

（㎡） 
国 県 市 

1 A 41,814 351,237 175,618 175,620 702,475 

2 B 32,523 273,193 136,596 136,597 546,386 

3 C 129,119 1,678,546 839,272 839,276 3,357,094 

4 D 77,320 811,860 405,930 405,930 1,623,720 

5 E 46,359 389,415 194,707 194,709 778,831 

6 F 249,420 2,618,910 1,309,455 1,309,455 5,237,820 

7 G 165,136 1,733,928 866,964 866,964 3,467,856 

8 H 469,785 4,932,742 2,466,371 2,466,372 9,865,485 

9 I 87,764 921,522 460,761 460,761 1,843,044 

10 J 180,541 1,516,544 758,272 758,272 3,033,088 

11 K 23,187 243,463 121,731 121,733 486,927 

12 L 58,129 610,354 305,177 305,178 1,220,709 

13 M 121,087 1,017,130 508,565 508,566 2,034,261 

14 N 69,017 724,678 362,339 362,340 1,449,357 

15 O 44,964 472,122 236,061 236,061 944,244 

16 P 32,223 418,898 209,448 209,452 837,798 

17 Q 143,843 1,510,351 755,175 755,177 3,020,703 

18 R 1,409,498 16,912,621 8,456,310 8,456,311 33,825,242 

合計 3,381,729 37,137,514 18,568,752 18,568,774 74,275,040 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 多面的機能維持費

説 明 多面的機能支払交付金

予算計上額 ６８，２６１千円

概 要 

【交付目的】

 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づ

き、農業及び農村の有する多面的機能の維持及び発揮を図り、

地域資源の適切な保全管理を推進するため、国、県と連携し、

地域における活動組織が取り組む活動を支援する。

【交付内容】

 活動組織が事業計画に掲げた実施区域面積に対し、次の単価

を掛けた金額を交付する。

農地維持       ３，０００円／１０ａ

資源向上（共同）   ２，４００円／１０ａ

資源向上（長寿命化） ４，４００円／１０ａ

※上記は、田の単価

活動計画の認定を受けた組織数３６組織。

合計取組面積は、１，１９４.９ｈａ。

【財 源】

多面的機能支払交付金：国 １/２・県 １/４
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概 要 

予算要求額
田 畑 国 県 市 （円）

1 A 7,992 191 3,428,337 1,714,168 1,714,170 6,856,675
2 B 3,509 2 789,815 394,907 394,908 1,579,630
3 C 6,661 306 1,358,095 679,047 679,048 2,716,190
4 D 4,799 20 1,082,675 541,337 541,338 2,165,350
5 E 2,131 74 490,205 245,102 245,103 980,410
6 F 4,836 25 2,117,715 1,058,857 1,058,858 4,235,430
7 G 3,745 47 775,235 387,617 387,618 1,550,470
8 H 1,965 6 408,345 204,172 204,173 816,690
9 I 989 314 286,856 143,428 143,428 573,712
10 J 3,974 42 954,708 477,354 477,354 1,909,416
11 K 1,911 84 799,438 399,718 399,720 1,598,876
12 L 4,958 84 2,118,654 1,059,327 1,059,327 4,237,308
13 M 3,243 31 690,385 345,192 345,193 1,380,770
14 N 4,047 74 1,719,976 859,988 859,989 3,439,953
15 O 4,804 38 1,071,865 535,932 535,933 2,143,730
16 P 1,803 8 407,155 203,577 203,578 814,310
17 Q 3,275 77 1,352,401 676,200 676,202 2,704,803
18 R 2,246 195 568,146 284,073 284,073 1,136,292
19 S 1,093 182 204,870 102,435 102,435 409,740
20 T 2,050 44 311,800 155,900 155,900 623,600
21 U 2,265 1,036 1,204,617 602,308 602,309 2,409,234
22 V 2,274 319 557,230 278,615 278,615 1,114,460
23 W 993 39 227,955 113,977 113,978 455,910
24 X 4,666 855,277 427,638 427,640 1,710,555
25 Y 7,245 10 2,537,757 1,268,878 1,268,879 5,075,514
26 Z 1,011 69 444,329 222,164 222,166 888,659
27 A’ 493 93 132,642 66,321 66,321 265,284
28 B’ 3,174 223 773,542 386,771 386,771 1,547,084
29 C’ 855 192,375 96,187 96,188 384,750
30 D’ 3,765 94 860,755 430,377 430,378 1,721,510
31 E’ 2,842 520,938 260,469 260,470 1,041,877
32 F’ 3,747 418 903,685 451,842 451,843 1,807,370
33 G’ 6,303 392 2,957,227 1,478,612 1,478,615 5,914,454
34 H’ 866 10 218,100 109,050 109,050 436,200
35 I’ 2,190 328,500 164,250 164,250 657,000
36 J’ 2,226 478,500 239,250 239,250 957,000

114,946 4,547 34,130,105 17,065,040 17,065,071 68,260,216

【積算根拠】

№
活動
組織

対象面積（a） 交付金内訳（円）

合計

戻る



80 

予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  農林振興課

事 業 名 畜産政策費

説 明 畜産振興総合対策事業補助金

予算計上額 ７，７３９千円

概 要 

ふくおかの畜産競争力強化対策事業（生産拡大対策）

【補助目的】

畜産物の生産量を確保し、競争力を確保するための飼養規

模拡大に係る飼養管理施設等の整備に必要な経費の一部を支

援する。

【補助内容】

事業費の１/３以内 （単位：千円）

利用区分 所在 導入機械 事業費

(税抜) 
補助金

Ａ 個人 上臼井 ディスクモア 1,382 460 

Ｂ 個人 漆 生 ロータリテッダ等 3,710 1,236 

Ｃ 法人 馬 見
飼養規模拡大に伴

う施設機械の整備
1,000 333 

Ｄ 法人 馬 見 畜舎改造（増棟） 17,130 5,710 

合計 23,222 7,739 

【財 源】

福岡県畜産振興総合対策事業費補助金：県 １０/１０ 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池劣化状況評価業務委託料 

予算計上額 １４，４４３千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特

別措置法及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等基本指

針に基づき、ため池の劣化状況を調査するもの。 
 
【事業内容】 
 農業用ため池を構成する、堤体、洪水吐き、取水放流設備等

の経年的な劣化の進行及び地震、洪水等による一時的外力に起

因する損傷なる変状を把握し、ため池の決壊の危険性に関し

て、貯留機能、水理機能及び構造機能を評価するもの。 
 
【調査予定箇所】 
（山田地区）猪之鼻池 外７池 
（稲築地区）吉浦（上）溜池 外７池 
（碓井地区）山ノ口溜池、千番溜池 

 （嘉穂地区）藤木、天神免 外８池 
計２８箇所 

 
【財 源】 
 福岡県農業農村整備事業補助金：１０/１０ 
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戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池地震耐性評価業務委託料 

予算計上額 ３３，１４５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特

別措置法及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等基本指

針に基づき、ため池の耐震性能を調査するもの。 
 
【事業内容】 
 防災工事の必要性についての判断に資するために行う地震

又は豪雨による農業用ため池決壊の危険性を評価するもの。 
 
【調査予定箇所】 
（山田地区）迫ノ浦池、矢ノ浦２号池 

 （嘉穂地区）奥町１、奥町２ 
計４箇所 

 
【財 源】 
 福岡県農業農村整備事業補助金：１０/１０ 

 



84 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池ハザードマップ作成委託料 

予算計上額 ８，３６９ 千円 

概 要 

 
【事業目的】 
本市の農業水利施設（ため池）は、水利組合や集落など農業

者を主体とした組織でため池の維持管理を行っていたが、近年

の農業者の減少や老齢化、農業集落の都市化や混住化により、

ため池管理体制の脆弱が顕在化しており、ため池の老朽化が進

行している。このような状況の中、近年、集中豪雨や大規模地

震等の災害が頻発しており、これらに起因してため池が決壊し

た場合、ため池下流域の家屋や公共施設等に重大な影響を与

え、人的被害が発生する恐れがある。 
 このことから、本事業によりため池が決壊した場合を想定し

たハザードマップを作成することで、ため池決壊による災害が

発生した場合に、関係住民の迅速な避難行動に繋げ、人的被害

の未然防止に寄与し、施設周辺地域の安全・安心を図るもの。 
 
【財 源】 
福岡県農業農村整備事業補助金：１０/１０ 
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戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  県営農業農村整備事業調査実施負担金 

予算計上額 ７，５００ 千円 

概 要 

 
【事業目的】 
嘉穂地区馬見にある中原ため池については、堤体からの漏水

があり危険な状態である。そこで、県営事業において堤体改修

を行うにあたり、事業計画を作成するための下流域調査費の市

負担分（５０％）を予算計上するもの 
 
【調査箇所】 
 嘉穂地区馬見 中原ため池 
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戻る



89 

予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  農林振興課

事 業 名 荒廃森林整備事業

説 明 荒廃森林整備事業委託料

予算計上額 ４５，４９６千円

概 要 

【事業目的】

長年手入れが行き届かず荒廃しているスギやヒノキ等の人

工の森林を調査特定し、切捨て間伐等の施業を実施することに

より、一定の年月をかけ森林を再生させていくもので、森林が

持つ公益的機能の再生を目指す。

なお、本事業は平成２０年度に開始された福岡県荒廃森林整

備事業補助金による１００％補助事業で、受益者の負担はな

く、市と協定を結ぶことで間伐材の持ち出しの制限や、長期の

協定期間などの一定の制約が求められ、公平性が担保されてい

る。

【事業内容】

・調査業務：協定確認 ９０件

 標準地確認  ２０箇所

・整備業務：強度間伐  ４６．５ha 
侵入竹除伐 ３．５ha 
下刈  ６．２ha 
広葉樹植栽 １．８ha 
獣害対策設置 ５，４００本

森林再生路   ３００ｍ

【財 源】

荒廃森林整備事業費補助金：県 １００％

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  農林振興課

事 業 名 市有林管理事業

説 明 市有林再生事業委託料

予算計上額 ７，９２４千円

概 要 

【事業目的】

調査により荒廃が認められた市有林において、間伐等の整備

を実施することにより、森林の持つ公益的機能の再生を図る。 

【事業内容】

・対象森林：嘉麻市所有森林のうち、地域森林計画対象民有林

で市が経営計画を設定していない人工林

・調査業務：簡易林地測量 １１．７ha 
 標準地確認 １０箇所

・森林整備：強度間伐  １１．７ha 

【財 源】

森林環境譲与税（基金）：１００％

戻る
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予 算 名 等   令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  市有林管理事業 

説   明  展示林整備事業委託料 

予算計上額 ２，５００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
市民が生活する場の身近にある生活環境林として整備した

市有林の改良を行い、市民が森林や木に触れ合う機会の拡大を

目的とする。 
 
【事業内容】 
・場所：上山田 猪鼻生活環境林 
・調査業務 ：林況確認   １．９７ha 
・遊歩道整備：立木伐採   １０本 
       案内板    １式 
 
【財源】 
森林環境税（県税）：１００％ 
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位置図

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  農林振興課

事 業 名 市有林管理事業

説 明 市有林間伐材売払分収交付金

予算計上額 ３，２００千円

概 要 

【事業目的】

市の所有する森林財産の売却により得た収益金を、嘉麻市嘉

穂地区分収林等管理規程等に基づき分配するもの。

【事業内容】

・千手ウツギハラ（市有地）

収益を地元財産管理委員会と分配。

分収割合：市 ７割 地元財産管理委員会 ３割

・泉河内八丁（民間所有地）

土地所有者と嘉麻市において地上権を設定。

分収割合：市 ５割 土地所有者 ５割

上記収益を地元財産管理委員会と分配。

分収割合：市 ２割 地元財産管理委員会 ８割

【財 源】

市有林伐採木売払収入：１００％

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 農林振興課

事 業 名 放置竹林対策事業

説 明 放置竹林対策事業費補助金

予算計上額 ６，０００千円

概 要 

【事業目的】

放置竹林の拡大防止を所有者等が行う放置竹林整備に要す

る経費に補助を行い、放置竹林の拡大防止を図り、森林が持つ

公益的機能の再生を目的とする。

【事業内容】

事業区分 対象となる経費 補助率

竹の間伐

※区域内の竹を適

正本数まで伐採す

る

竹林の間伐に要す

る経費

10/10 以内

ただし補助金の総

額は補助対象者当

たり４０万円を限

度とする竹の皆伐

※事業区域内の竹

を全て伐採する

竹林の皆伐に要す

る経費

【補助実績】

年度 R3 R4 R5 R6 R7 

施工面積(㎡) 800 2,000 2,000 2,000 3,300 

採択件数(件) 4 10 10 10 15 

応募件数(件) 5 13 12 17 17 

【財 源】

森林環境譲与税（基金）：１００％

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  農林振興課

事 業 名 木材利用・普及啓発推進事業

説 明 新生児記念品作成委託料

予算計上額 ５２５千円

概 要 

【事業目的】

ヒノキの端材で作成した積み木を、市内に誕生した新生児に

贈答することにより、母子健康の増進に寄与する木育と市民に

対して森林や自然環境に関心を持ってもらうことを目的とす

る。

【事業内容】

内容：積み木作成 １５０セット（１セット８個）

【財 源】

森林環境譲与税（基金）：１００％

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  林道維持補修事業 

説   明  熊ケ畑・安真木線開設事業 

予算計上額 １５，５６１千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 代行事業にて福岡県が実施している林道「熊ヶ畑・安眞木線

開設促進事業」の用地を確保するため、必要となる分筆測量、

用地購入及び立木補償を行うもの。 
 
【事業内容】 
・分筆測量委託 ２７，５６６ｍ２ 
・用地購入   ７，４１１ｍ２ 
・立木補償   １，１８３本 

 
【財 源】 
・開設促進事業費補助金（用地購入）：県 ４０％ 

 ・県営林道立木等事業費委託金（立木補償）：県 １００％ 
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位置図

事業箇所

事業箇所

戻る



98 
 

予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  林道維持補修事業 

説   明 熊ケ畑・安真木線法面対策事業 

予算計上額 １２，３７５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
熊ヶ畑・安真木線の当該箇所は、雨水による浸食により山肌

が露出し、降雨の度に林道への土砂流出や、崩落面の隣接民地

への浸食を起こしている。令和７年度に地方創生道整備推進交

付金事業を利用し、法面対策工事が完了したため、施工用地の

分筆測量及び購入を行うもの。 
 
【事業内容】 
・分筆測量委託 ２，３３０ｍ２ 
・用地購入   ２，３３０ｍ２ 
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位置図

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 商工業振興費

説 明 中小企業経営革新計画遂行支援事業補助金

予算計上額 ５００千円

概 要 

【補助の目的】

市内の中小企業の新たな事業活動を通じた経営の向上を支

援するため、経営革新による新商品、新役務又は新技術の開発

等の事業を推進する中小企業に対する補助金の交付を行う。

【補助対象】

市内に本社登記がある法人事業者又は、市内で事業を営んで

いる個人事業者で経営革新計画又はデジタル化計画の承認を

受けた者

【補助金額】

補助対象経費の１/２（上限１０万円）

【過去の実績】

令和６年度 予 算 額 ５００千円 

申請件数 ５件 

交付件数 ５件

交 付 額 ４３３千円

令和７年度（見込） 予 算 額  ５００千円

申請件数 ７件

交付件数 ７件

交 付 額 ６１８千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 商工業振興費

説 明 商業店舗リフォーム補助金

予算計上額 ５，０００千円

概 要 

【補助の目的】

市内の商業の振興及び活性化を図るため、売上の拡大を目指

し、商業店舗等の改修等を行うものへ補助金の交付を行う。

【補助対象】

・市内で小売業、飲食業又はサービス業の営業の用に供する店

舗等のリフォームを行うもの

・ 現に商業店舗で営業を行っており、本市に本社若しくは本店

所在地を有する法人又は個人事業主

・施工業者は、本市に本社又は本店所在地を有する法人又は市

内に住所を有する個人事業者

・従業員がおおむね５人以下の事業者

・商業店舗を貸借している場合は、所有者からリフォームに関

する同意を得ることができること

・リフォーム後に当該商業店舗において継続して営業する見込

みがあること

・この補助金を過去に受けたことがないこと

【補助金額】

補助対象経費の１/２（上限５０万円）

【過去の実績】

令和６年度 予 算 額 ５，０００千円 

申請件数 １１件 

交付件数 １１件

交 付 額 ４，７８２千円

令和７年度（見込） 予 算 額  ５，０００千円

申請件数 ７件

交付件数 ７件

交 付 額 ３，１６１千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 商工業振興費

説 明 商品開発改善事業補助金

予算計上額 １，５００千円

概 要 

【補助の目的】

嘉麻市の魅力を発信するため、商品の開発及び改良を行うも

のに対し補助金の交付を行う。

【補助対象】

・市内に本社(本店)、支社(支店)、営業所及び工場等を有す法人

若しくはその他団体又は個人事業者

・市内において各種法令等を遵守した生産、製造、加工又はサ

ービスの提供を行っていること

・嘉麻市ふるさと納税返礼品に登録されているもの、又は登録

される見込みがあるもの

・市内において製造若しくは加工されているもの、又は提供さ

れるサービスであって本市の魅力を発信する効果が高いと市

長が認めるもの

【補助金額】

補助対象経費の２/３（上限２０万円）

【過去の実績】

令和６年度 予 算 額 １，５００千円 

申請件数 ７件 

交付件数 ７件

交 付 額 １，３９０千円

令和７年度（見込） 予 算 額  １，５００千円

申請件数 ６件

交付件数 ５件

交 付 額   ９８５千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 企業誘致促進・支援事業

説 明 誘致企業振興会補助金

予算計上額 １，９３８千円

概 要 

【補助目的】

 嘉麻市における産業の振興と雇用の増大を図り、市勢の発

展を促進するために、嘉麻市誘致企業振興会が行う企業支援

活動に対し、補助金の交付を行うもの。

【補助内容】

①人材確保支援事業

・採用パンフレットの作製、求人広告掲載

②人材定着支援事業

・人材定着支援セミナー、補助金セミナー

③高校生バスツアーの実施

【補助実績】

 令和７年度

①採用パンフレット作製 ３社

②インターンシップセミナー、補助金セミナー 各１回

③高校生バスツアー

・R7.9 大隈城山高校１・２年生 ４０名（１社）

・R8.3 飯塚高校２年生

稲築志耕館高校２年生 

【補助金交付額】

令和４年度 １，９３７，８４３円

令和５年度 １，９３８，０００円

令和６年度 １，９３８，０００円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 プレミアム付商品券発行事業

説 明 プレミアム付商品券発行事業補助金

予算計上額 ５０，０００千円

概 要 

【補助の目的】

原油価格・物価高騰に直面する市民への支援や、低迷する市

内の消費を喚起し、地域経済の活性化を図るため、嘉麻商工会

議所及び嘉麻市商工会が行うプレミアム付地域商品券の発行

に対する支援を行う。

【補助の概要】

・１セットで 13,000 円分の買物ができる商品券を 10,000 円

で販売する。 

・１セット内訳：大型店・中小店舗共通商品券 10,500 円分 

 中小店舗商品券 2,500 円分 

※ 大型店：売り場面積が 500 ㎡以上の店舗（市内 16 店舗） 

・発行総額  ：２６０,０００千円 

プレミアム額： ６０,０００千円 

※ 県補助額 ２０,０００千円（販売額 200,000 千円×10％） 

市補助額  ５０,０００千円（販売額 200,000 千円×20％） 

 （事務費 10,000 千円） 

※  購入方法は抽選方式 

【財 源】

地方創生臨時交付金（国費）１０/１０ 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 移住・定住支援業務委託料

予算計上額 ５，０００千円

概 要 

【事業目的】

地域住民と協働し、地域の魅力を「情報発信」と「地域資源

を活かした交流プログラム」を通じて伝えることにより、「移

住・定住の促進」及び「関係人口の創出・拡大」を行うもの。 

【業務内容】

○移住定住支援業務等

・移住、定住に関する支援制度等の情報発信及び相談対応

・市民と移住希望者との接点機会の企画、実施

（移住ツアー、移住者との交流機会等）

※関係各課における行政課題の解決に関するもの。

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 地域おこし推進業務委託料

予算計上額 ２，３９４千円

概 要 

【事業目的】

地域おこし協力隊を活用・育成するもの。

令和６年３月から第３期隊員の活用。

【業務内容】

・嘉麻市の魅力（人・地域資源）情報発信に関する業務

・移住者等交流ネットワークづくり事前調査に関する業務

・その他、地域活性化に資する活動に関する業務

【委託先】

地域おこし協力隊（１名分）

※個人事業主として市から地域おこし協力隊へ委託

【参考資料】

総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」

（令和６年度作成）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 第４次観光振興基本計画策定委託料

予算計上額 ３，２０１千円

概 要 

【事業目的】

第３次観光振興基本計画の取組実績及び成果を総括し、社会

情勢の変化、観光市場の動向、インバウンド需要の回復等を踏

まえ、嘉麻市の地域特性を最大限に活かした第４次観光振興基

本計画を策定するもの。

【業務内容】

・現状分析、アンケート調査

・市内観光関係団体等ヒアリング等の実施

・「自然（アウトドア）」、「歴史、文化」、「食（特産品）」、「農

泊」、「インバウンド」等の観光に関する分析、整理

・嘉麻市観光振興審議会の運営支援

・その他、観光振興基本計画策定に関する支援

※２か年（令和８～９年度）にて委託（債務負担行為）

令和８年度：３,２０１千円 
令和９年度：３,４９８千円 

【計画期間】

令和１０年度～令和１４年度（５年間）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 空き家改修補助金

予算計上額 １，０００千円

概 要 

【補助目的】

 本市への移住定住を促進し、空き家の利活用により快適な

住環境を整備し、地域経済の活性化を図るため、空き家の改

修を行う者に対し、補助金を交付するもの。

【補助内容】

・空き家バンク登録済物件を対象

・補助対象者は、物件所有者および物件利活用者

・補助率は２分の１

・補助上限額は５００千円

・対象となる工事は、建築物の維持および機能向上のため 

に行う当該建築物および付帯設備の改修工事または改築

工事

【過去の実績】

令和６年度  予 算 額 １，０００千円

申請件数 ２件 

交付件数 ２件

交 付 額 １，０００千円

令和７年度（見込） 予 算 額 １，０００千円

申請件数 ０件 

交付件数 ０件

交 付 額 ０千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 移住支援金

予算計上額 ２，０００千円

概 要 

【事業目的】

 移住・定住の促進及び市内の中小企業等における人手不足

の解消を目的とし、福岡県と共同して行う嘉麻市移住支援事

業を活用し、県外から嘉麻市に移住して就業及び起業しよう

とする者へ支援するもの。

【支援内容】

・単身世帯６０万円

・２人以上の世帯１００万円

※１８歳未満の世帯員を帯同して移住する場合、１８歳未

満の者１人につき１００万円を加算（予算の範囲内）

【支出先】

・移住支援金交付金交付規程に定める要件を満たし、

県外から嘉麻市に移住して就業及び起業しようとする者

【過去の実績】

令和６年度  予 算 額 ２，０００千円

申請件数 １件 

交付件数 １件

交 付 額 １，０００千円

令和７年度（見込） 予 算 額 ２，０００千円

申請件数 １件（６００千円）

交付件数 ０件

交 付 額 ０千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 地域おこし協力隊活動補助金

予算計上額 ２，０００千円

概 要 

【事業目的】

地域おこし協力隊の活動に係る経費を支援するもの。

【支援内容】

自動車借上料、活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間

の調整などに要する事務的な経費、研修等の経費など

【支出先】

・地域おこし協力隊（１名分）

【参考資料】

総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」

（令和６年度作成）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 産業振興課

事 業 名 関係人口創出・拡大事業

説 明 地域おこし協力隊起業支援補助金

予算計上額 １，０００千円

概 要 

【事業目的】

 地域おこし協力隊が地域に定住するために起業等する際、

必要となる経費を支援するもの。

【支援内容】

起業・事業承継に関する、設備、備品、土地・建物賃借、法

人登記、知的財産登録、研究開発、マーケティング、技術指

導に関する経費など

【支出先】

・地域おこし協力隊（１名分）

【参考資料】

総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」

（令和６年度作成）

戻る
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予算名等 令和８年度一般会計予算

提出課名 土木課

事 業 名 道路橋りょう長寿命化事業

説 明 橋梁点検業務委託料

予算計上額 １８，０００千円

概 要 

【事業目的】

 市が管理する橋りょう３８５橋は、平成２６年度以降に実施

した点検結果を基に平成３１年３月に橋梁長寿命化修繕計画

を策定した。この計画に基づき維持補修工事を実施し、橋梁の

長寿命化を図るとともに維持補修費の平準化やライフサイク

ルコストの縮減を図り、長期に渡って道路網の安全性や信頼性

を確保している。本委託は、現状の健全度を把握し、橋梁長寿

命化修繕計画の更新を目的とするものです。

【事業内容】

 点検橋梁数 ８６橋 

【財 源】

道路メンテナンス事業費補助金 補助率６１．６％

戻る
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予算名等   令和８年度一般会計予算 

提出課名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  橋りょう補修等設計業務委託料 

予算計上額  ３１，０００千円 

概 要 

【事業目的】 
 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、補修対象である橋りょうの

補修設計業務を委託し、補修工事を行うことにより、道路網の

安全性や信頼性を確保することを目的とする。 
【事業内容】 
 ・中江橋 施工箇所：漆生 架設年：昭和４４年 
  構造形式：鋼橋Ｉ桁橋  

橋長６１．４ｍ 幅員５．０ｍ 
詳細調査、補修設計 １４，０００千円 
 

 ・中川原下橋 施工箇所：大隈町 架設年：不明 
構造形式：ＲＣ床版橋  
橋長２．１ｍ 幅員７．９ｍ 
詳細調査、補修設計 ５，０００千円 
 

・宮山橋 施工箇所：大隈 架設年：不明 
構造形式：ＲＣ床版橋   
橋長４．３ｍ 幅員３．２ｍ 
詳細調査、補修設計 ４，０００千円 
 

・新柿ノ木橋 施工箇所：上山田 架設年：昭和６２年 
構造形式：プレテン中空床版橋  
橋長２４．０ｍ 幅員１３．０ｍ 
詳細調査、補修設計 ８，０００千円 

【財 源】 
 ・道路メンテナンス事業費補助金 補助率６１．６％ 
 ・公共事業等債 充当率９０％ 
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【位置図】 
■中江橋 

 
 
■中川原橋 
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【位置図】

■宮山橋

■新柿ノ木橋

戻る
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予算名等   令和８年度一般会計予算 

提出課名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  橋りょう補修工事 

予算計上額  ４０，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、補修対象である橋りょうの

補修工事を行い、道路網の安全性や信頼性を確保することを目

的とする。 
 
【施工内容】 
 ・神降橋 施工箇所：上山田 架設年：昭和９年 
  構造形式：ＲＣＴ桁橋  

橋長２２．４ｍ 幅員４．６ｍ 
橋面補修工、桁下断面修復工、下部工断面修復工 
２０，０００千円 
 

 ・鶴谷橋 施工箇所：上山田 架設年：平成５年 
構造形式：プレテンＴ桁橋  
橋長１７．８ｍ 幅員１２．９ｍ 
橋面補修工、下部工ひび割れ補修工 
２０，０００千円 

 
【財 源】 
 ・道路メンテナンス事業費補助金 補助率６１．６％ 
 ・公共事業等債 充当率９０％ 
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【位置図】

■神降橋

■鶴谷橋

戻る
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予 算 名 等   令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  街路灯更新工事 

予算計上額  １０，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 街路灯及び道路照明灯は、適正な管理を行うため個別施設計

画を策定している。この計画に基づいた補修、更新及び適切な

維持管理を行うことにより、道路通行の安全性、信頼性の確保

を目的とする。 
 
【施工内容】 
 補修、更新 ４箇所 
    
【財 源】 
 過疎対策事業債（ハード） 充当率１００％ 
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【位置図】

■街路灯更新工事箇所

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  道路改良工事 

予算計上額  ９０，０００千円 

概 要 

【施工目的】 
 道路施設は、適正な管理を行うため個別施設計画を策定して

いる。この計画に基づいた補修、更新及び適切な維持管理を行

うことにより、道路施設の長寿命化を図り、道路網の安全性、

信頼性の確保を目的とする。 
 
【施工内容】 
 ・中ノ坪団地内側溝改修工事 施工箇所：鴨生  
  側溝設置工 L＝１５０ｍ  ８，０００千円 
 
 ・次郎五郎団地内側溝改修工事  施工箇所：山野 

側溝設置工 L＝１５０ｍ  ８，０００千円 
 

 ・山野・鴨生線道路舗装工事  施工箇所：山野 
  舗装工Ｌ＝１５０ｍ Ｗ＝６．６ｍ Ａ＝１０００ｍ2 

              １３，０００千円 
 
 ・上山田・下山田線道路整備工事  施工箇所：上山田 
  舗装工Ｌ＝１５０ｍ Ｗ＝６．７ｍ Ａ＝９００ｍ2 

               ８，０００千円 
 

 ・妙見橋下部工（Ｐ１）拡幅工事  施工箇所：上臼井 
  下部工拡幅工      ２８，０００千円  
 
 ・浦田１号線道路整備工事  施工箇所：嘉穂才田 
  舗装工Ｌ＝１５０ｍ Ｗ＝５．０ｍ Ａ＝７５０ｍ2 

               ５，０００千円 
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 ・具嶋・赤松尾線舗装工事  施工箇所：上西郷 
  舗装工Ｌ＝４００ｍ Ｗ＝７．５ｍ Ａ＝３０００ｍ2 

              ２０，０００千円 
 
【財 源】 
 ・社会資本整備総合交付金 補助率６１．６％ 
 ・過疎対策事業債（ハード） 充当率１００％ 
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【位置図】 
■中ノ坪団地内側溝改修工事 
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【位置図】 
■次郎五郎団地内側溝改修工事 
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【位置図】 
■山野・鴨生線道路舗装工事 
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【位置図】 
■上山田・下山田線道路整備工事 
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【位置図】 
■妙見橋下部工（Ｐ１）拡幅工事 
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【位置図】 
■浦田１号線道路整備工事  
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【位置図】

■具嶋・赤松尾線舗装工事

戻る
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予 算 名 等  令和８年度嘉麻市一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  都市公園費 

説   明  都市公園施設改修工事 

予算計上額 ３，９１１千円 

概 要 

 
【施工目的】 
本工事は、公園施設を安全に安心して利用できるように、老

朽化した外灯、トイレを更新し、公園の管理施設や便益施設の

向上を図るものです。 
 
【施工箇所、内容】 
・稲築鴨生公園   鴨生 
 外灯改修     ４灯 
 

 ・稲築沖出古墳公園 漆生 
  トイレ改修    １式 
 
【財 源】 
過疎対策事業債（ハード） 充当率１００％ 
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【位置図】

■稲築鴨生公園、稲築沖出古墳公園

戻る
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予 算 名 等  令和８年度嘉麻市一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  公園管理費 

説   明  公園施設改修工事 

予算計上額 ６，３１１千円 

概 要 

 
【施工目的】 
本工事は、老朽化したフェンス、園内の舗装などの管理施設

を整備することにより、安全で快適な公園の利用が図られるも

のです。 
 
【施工箇所、内容】 
・嘉穂牛隈交通公園 牛隈 
フェンス改修   Ｌ=１３０ｍ 

 
 ・稲築大界ポケット広場 鴨生 
  土系舗装工    Ａ＝８０ｍ２ 
 
【財 源】 
過疎対策事業債（ハード） 充当率１００％ 
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【位置図】 
 ■嘉穂牛隈交通公園 
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【位置図】

■稲築大界ポケット広場

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  住宅課 

事 業 名  市営住宅維持・修繕実施事業 

説   明  維持補修工事 

予算計上額 ２７，９７８千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅の維持及び予防保全的な管理を図るため、各工事を

行うものです。 
 
【施工内容】 
・市営住宅空家改修工事 
・山田さくらが丘団地５００・６００棟屋上トップコート 
 塗替工事 
・山田さくらが丘団地１１００・１９００棟遠隔式水道 
メーター取替工事 

・山田西ヶ丘団地３００・５００・６００棟遠隔式水道 
メーター取替工事 
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維持補修工事 位置図

山田さくらが丘団地

山田西ヶ丘団地

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  防災対策課 

事 業 名  建築物耐震化促進事業 

説   明  木造戸建て住宅耐震改修補助金 

予算計上額 ２，４００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
地震による建築物倒壊などの被害から市民の生命、身体及

び財産を保護するために、既存建築物の耐震化促進を目的と

して、耐震改修工事及び建替え等に伴う除却工事に要する経

費の一部を補助するものです。 
 
【補助対象】 
 市内に存する木造戸建て住宅であって、次に掲げる要件の

いずれにも該当するもの。 
① 昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着手したもの。 

② 耐震診断の上部構造評点が 1.0 未満であること 

③ 過去に当該補助金の交付を受けて改修された住宅でないこ

と。 

④ 工事等により建築基準法及び関係法令の規定に違反しない

もの。 
⑤ 耐震改修工事の場合は、居住者又は居住する予定の者がい

ること。建替え等に伴う除却工事の場合は、申請時点で居

住者がいること。 
 
【補助金額】 
○耐震改修工事 
 要する費用の１/２以内の額 ６００千円（上限） 

○除却工事 

 要する費用の４.６/１０以内の額 ６００千円（上限） 

 
【過去の実績】 
 令和元年度 １件   ４３４千円 
 令和５年度 ２件 １，２００千円（６００千円×２件） 
 令和７年度 １件   ６００千円 

（R8.1.31 現在） 
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【財 源】（補助額のうち） 

○耐震改修工事

社会資本整備総合交付金

補助率：国１/２ 

木造戸建て住宅耐震改修促進事業費補助金 

補助率：県１/４ 

○除却工事

木造戸建て住宅耐震改修促進事業費補助金

補助率：県１/２ 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 空家等対策事業

説 明 空家等実態調査業務委託料

予算計上額 １３，１４５千円

概 要 

【事業の目的・内容】

令和４年に策定した「第２次嘉麻市空家等対策計画」が令

和８年度末で５年間の計画期間を終えることから、次期計画

を策定するにあたり、市内に存在する空家等を把握するため

に、市内全域の実踏調査を行い、空家等の分布、数量等を把

握するとともに、建物の危険度についても合わせて調査を行

うことで、今後の空家等対策を総合的かつ計画的に実施する

基礎資料とするものです。

【財 源】

社会資本整備総合交付金

・空家等実態調査業務委託 補助率：国１/２ 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  防災対策課 

事 業 名  空家等対策事業 

説   明  特定空家等解体撤去補助金 

予算計上額 ７，５００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
老朽化した危険な空家等の解体撤去を行う者に対し、解体

費用の一部を補助するものです。 
 
【補助対象・金額】 
１．対象建築物 
  次の①から⑤までの要件をすべて満たす建築物が対象 
 ①市が定める不良度評定基準の要件を満たすもの。 
 ②建築物に所有権以外の権利が設定されていないこと。た

だし、権利を有する者からの承諾を得たものを除く。 
 ③国、地方公共団体及び独立行政法人等が所有権を有して

いない建築物であること。 
 ④公共事業等による移転、建替え等の補償の対象となって

いないこと。 
 ⑤当該空家が倒壊し、又はその建築材等が落下し、若しく

は飛散することにより、人の生命、身体又は財産に被害

を及ぼすおそれのある状態にあるもの。 
 
２．補助対象者 
  市内に現存する空家等の所有者等であって、次の①から

③の要件をすべて満たす者。ただし、所有者等又は所有

者等の属する世帯の世帯員が嘉麻市暴力団等追放推進条

例第 2条第 2号から第 5号までに規定する団体又は者に該

当すると認められるときは除く。 
  ①市内に本店、営業所又は事務所その他これに類する施

設を有し、対象建築物の解体撤去を行う資格を有する

者に解体撤去を依頼すること。 
  ②補助金の交付申請時に申請者及び申請者と同一世帯に

属する者であって、市税及び公共料金等に滞納がない

こと。 
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③同一敷地及び同一の世帯において、この補助金の交付

を受けていないこと。

３．補助対象経費

①対象建築物の解体撤去を行う資格を有する者に請け負わ

せ解体撤去する経費

②補助対象経費の算定については、塀又は樹木など、建物

に附属する物の撤去は補助対象経費としない。

４．補助金の額

補助金の額は、対象経費の１/２以内とし、５００千円を

限度とする。

【過去の実績】
年 度 件 数 補助金額

Ｒ３年度 １６件 ６，１７４，０００円

Ｒ４年度 ２０件 ７，３８９，０００円

Ｒ５年度 １６件 ７，６２７，０００円

Ｒ６年度 １０件 ４，３５８，０００円

Ｒ７年度 ５件 ２，２８１，０００円

（R8.1.31 現在） 

【財 源】

社会資本整備総合交付金 

・空き家再生等推進事業 補助率：国１/２ 

・既存建築物除却事業 補助率：国４.５/１０ 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅除却事業 

予算計上額 １６９，６４３千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅長寿命化計画により、老朽化した空家住宅の解体工

事を行うものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・市営住宅解体工事家屋事前調査業務委託 
山田本町団地周辺家屋（対象棟数１７棟） 

・市営住宅除却工事監理業務委託 
山田本町団地（２棟４０戸） 

・山田地区市営住宅除却工事 
山田本町団地（２棟４０戸） 

 
【財 源】 
・社会資本整備総合交付金：国４５％ 
・公営住宅建設事業債 
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市営住宅除却工事 位置図（山田本町団地）

山田本町団地

戻る



143 
 

予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅屋上・外壁等改修事業 

予算計上額 ４２，４１１千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅長寿命化計画により、屋上・外壁の耐久性の向上及

び安全性の確保のため、改修工事を行うものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・山田さくらが丘団地１８００棟、１９００棟屋上・外壁等 
改修工事監理業務委託 

・山田さくらが丘団地１８００棟、１９００棟屋上・外壁等 
改修工事 

 （屋上塗膜防水、外壁等のひび割れ・露筋等補修） 
 
【財 源】 
・社会資本整備総合交付金：国４５％ 
・公営住宅建設事業債 
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市営住宅屋上・外壁等改修工事 位置図（山田さくらが丘団）

山田さくらが丘団地 配置図

山田さくらが丘団地 

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅浄化槽取替事業 

予算計上額 ９７，８９０千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 老朽化した単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に取り替える

ことにより、当該住宅及び周辺地域の住環境改善・向上を図る

ものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・山田あさひが丘団地１００棟・２００棟浄化槽取替工事監理

業務委託 
・山田あさひが丘団地１００棟・２００棟浄化槽取替工事 
 （単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に改修） 
 
【財 源】 
・社会資本整備総合交付金：国４５％ 
・公営住宅建設事業債 

 



146 

市営住宅浄化槽取替事業 位置図（山田あさひが丘団地）

山田あさひが丘団地 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 防災施設管理等事業

説 明 防災行政無線更新実施設計業務委託料

予算計上額 ５，９２９千円

概 要 

【事業の目的・内容】

現在の防災行政無線は、平成２１年度の運用開始から１６

年が経過しています。このため、今後、修繕に必要な部材等

が品薄になり、適正な保守が見込めなくなります。 

また、屋外拡声子局の音達範囲について、カバーできてい

ない地域があり、放送の途切れや雑音が入るなどの問題も発

生しています。

このため、次期防災行政無線の導入について、検討を行う

ものです。

〇検討内容 

・方式の検討 

（従来のデジタル or 新方式のデジタル or 携帯電波網利用

など） 

・必要な機能の検討（屋外拡声子局、戸別受信機、移動系無

線） 

・防災行政無線を補完する他の配信手段の検討 

・その他の防災情報を発信できる手段の検討 

【財 源】

緊急防災・減災事業債

・充当率：１００％

・交付税措置：元利償還金の７０％

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  農林振興課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明  農業用施設災害防止対策事業 

予算計上額 
委託料     ８，０００千円 
工事請負費  ９０，０００千円 

概 要 

【施工目的】 
老朽化し機能不全を起こしている農業用施設を改修し、周辺 

地域への自然災害による被害の防止を目的とする。 
【委託箇所・内容】 
 1. 井ノ浦水路 

   施工箇所：西郷 

   施工内容：用水施設改修（ゲート設置）Ｎ＝1門 

 2. 六條川原水路 

   施工箇所：西郷 

   施工内容：用水施設改修（ゲート設置）Ｎ＝1門 

【施工箇所・内容】 

1. 中谷水路 

   施工箇所：馬見 

   施工内容：暗渠水路改修 L=２２ｍ 

 2. 鷺山井堰 

   施工箇所：岩崎 

   施工内容：用水施設改修（ゲート設置）Ｎ＝1基 

 3. 口春用排水施設 

   施工箇所：口春 

   施工内容：用排水施設改修（ゲート設置）N=1 基 

 4. 井ノ浦水路 

   施工箇所：西郷 

   施工内容：用排水施設改修（ゲート設置） 

【財 源】 
 ・農村環境整備事業費補助金：県補助金（50%、40%） 
・緊急自然災害防止対策債 
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【位置図】

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   土木課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明  河川災害防止対策事業 

予算計上額 
 分筆測量委託料  １，８８９千円 
工事請負費  ２７２，０００千円 
用地購入費      ２２３千円 

概 要 

【施工目的】 
 河川を整備することにより、護岸の安定、河川排出能力の向

上を図り、災害の発生を予防し、または災害の拡大の防止する

ことを目的とする。 
 
【施工箇所、内容】 
○河川分筆測量委託料分筆測量委託料 
 ・汐井川河川災害防止対策工事に伴う用地購入にかかる分筆

登記委託 ４筆 ５３ｍ２ 
 
○河川災害防止対策工事 
 ・汐井川河川災害防止対策工事 施工箇所：牛隈 
  工事長Ｌ＝１００ｍ Ｌ型水路  ５５，０００千円 
 
 ・小野谷川河川災害防止対策工事  施工箇所：小野谷 
  工事長Ｌ＝５０ｍ ブロック積  ４０，０００千円 
 
 ・蛇渕川河川災害防止対策工事  施工箇所：千手 
  工事長Ｌ＝１００ｍ ブロック積 ４０，０００千円 
 
 ・サワラテ川河川災害防止対策工事  施工箇所：上山田 
  工事長Ｌ＝２４ｍ 函渠 Ｈ型土留工６５，０００千円 
  
・サワラテ川２河川災害防止対策工事  施工箇所：上山田 
工事長Ｌ＝４０ｍ 床止      １０，０００千円 
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・大隈川河川災害防止対策工事 施工箇所：大隈 
  工事長Ｌ＝４５ｍ Ｌ型水路 ３７，０００千円 
 
・才田川河川災害防止対策工事  施工箇所：稲築才田 
  工事長Ｌ＝１０ｍ ブロック積 １０，０００千円 
 
・瀬畑川河川災害防止対策工事  施工箇所：泉河内 
  工事長Ｌ＝１０ｍ ブロック積  ５，０００千円 
 
・石井谷川河川災害防止対策工事  施工箇所：小野谷 

工事長Ｌ＝１０ｍ 床止    １０，０００千円 
 
 
【財 源】 
 緊急自然災害防止対策事業債 充当率１００％ 
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【位置図】 
■汐井川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■小野谷川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■蛇渕川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■サワラテ川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■サワラテ川２河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■大隈川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■才田川河川災害防止対策工事 
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【位置図】 
■瀬畑川河川災害防止対策工事 
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【位置図】

■石井谷川河川災害防止対策工事

戻る



161 
 

予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提出課名   土木課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明  道路災害防止対策事業 

予算計上額 工事請負費 ４６，０００千円 

概 要 

【施工目的】 
 道路の法面等の土砂災害防止対策を行うことにより、災害の

発生を予防し、または災害の拡大の防止することを目的とす

る。 
 
【施工箇所、内容】 
・小路・笹原線道路災害防止対策工事 施工箇所：平山 
 工事長Ｌ＝２０ｍ 法面工 １５，０００千円 
 
・四ヶ畑地内道路災害防止対策工事 施工箇所：泉河内 
 工事長Ｌ＝８ｍ 法面工 １０，０００千円 
 
・泉河内・古屋敷線道路災害防止対策工事 施工箇所：泉河内 
 工事長Ｌ＝１０ｍ ブロック積 ８，０００千円 
 
・松岡・熊ヶ倉線道路災害防止対策工事 施工箇所：泉河内 
 工事長Ｌ＝１４ｍ 法面工 １０，０００千円 
 
・宮小路・山瀬川線道路災害防止対策工事 施工箇所：小野谷 
 工事長Ｌ＝８ｍ 法面工   ３，０００千円 
 
【財 源】 
 緊急自然災害防止対策事業債 充当率１００％ 
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【位置図】 
■小路笹原線道路災害防止対策工事 
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【位置図】 
■四ヶ畑地内道路災害防止対策工事 
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【位置図】 
■泉河内・古屋敷線道路災害防止対策工事 
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【位置図】 
■松岡・熊ヶ倉線道路災害防止対策工事 
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【位置図】

■宮小路・山瀬川線道路災害防止対策工事

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 防災対策課

事 業 名 災害対策事業

説 明 自主防災組織設立等補助金

予算計上額 ２，０００千円

概 要 

【補助の目的】

災害時における地域防災の必要性から、自主防災組織の設

立及び活動推進を図るため補助するものです。

【補助内容】

○自主防災組織設立補助

自主防災組織設立時防災資機材購入費用

上限３００千円・１回限り

○自主防災組織活動補助

防災訓練、研修及び講習会費用

上限１００千円・１年１回限り

【補助実績】 
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 

設立数 1 7 3 1 

設立補助 298,384 円 1,493,431 円 1,199,658 円 0 円 

活動補助 0 円 261,570 円 593,743 円 434,481 円 

（R8.1.31 現在） 

【既設立団体数・地区】

○２６団体（４１行政区）

（山田４団体、稲築５団体、嘉穂１３団体、碓井４団体）

【組織率（行政区数）】

○３６．６１％

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 学校教育課

事 業 名 事務局費

説 明 教育情報セキュリティポリシー策定委託料

予算計上額 ２，７５０千円

概 要 

【事業目的】

 学校教育の現場においては、地方公共団体の他の行政事務と

は異なり、教職員や児童生徒が守るべき情報資産に触れること

から、自治体の情報セキュリティポリシーとは別に「教育情報

セキュリティポリシー」を定めることを国から求められている

ため策定を進めるもの。

【事業内容】

・教育情報セキュリティポリシー策定委託料

２，５００千円×１．１＝２，７５０千円

【財 源】

・公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 ９１６千円

（小  学  校）４５８千円

（中  学  校）１８３千円

（義務教育学校）２７５千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 学校教育課

事 業 名 学力向上強化プロジェクト事業

説 明 事業全体

予算計上額 ２３，１２６千円

概 要 

【事業目的】

 地域の人材や学生ボランティア等を活用して、教育課程外の

学力向上事業を実施することにより、児童生徒の基礎的な学力

の向上を図る。

【事業内容】

・嘉麻市土曜未来塾を実施し、基礎的な学力の向上とともに家

庭学習の習慣化を図る。

・中学校及び義務教育学校（後期課程）において、希望者を対

象とした放課後の課外授業として外部講師をオンラインで招

聘した「嘉麻市放課後英語塾」を実施し、中学校外国語科（英

語）の学力向上を図る。

【事業実績】

・嘉麻市土曜未来塾では出席率が５０％を超えている児童生徒

のうち、６０％以上の児童生徒に各種の学力調査に伸びが見ら

れた。またこのうち、中学校及び義務教育学校後期課程の生徒

の進学率は１００％であった。

・土曜未来塾参加児童生徒のアンケート結果において、「土曜日

に確実に勉強することができる。」「志望校への合格が決まっ

た。」といった声や保護者からは「自ら勉強して頑張ろうとする

姿勢が見える。」「大学生に教えていただけるので、近い未来像

がみえて良い経験になった。」という回答が増え、家庭での学習

習慣の定着が図られている。

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 学校教育課

事 業 名 小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費

説 明 校務支援システム運用委託料

予算計上額 

（小  学  校）３，１２６千円

（中  学  校）１，２５１千円

（義務教育学校）３，７５１千円

合    計 ８，１２８千円

概 要 

【事業目的】

 国が示す「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画」（令

和６年度末までに整備）に基づき導入した校務支援システムを

運用することで校務情報の適正管理が可能となり、校務の効率

化による働き方改革の促進が見込めるとともに、教職員が児童

生徒にかかわる時間を確保することができる。

また、ＩＣＴを活用した教育活動による学習系データと校務

系データを連携させることで、データに基づく個に応じた教育

をさらに推進できる。

【事業内容】

市内小・中・義務教育学校の全教職員による校務パソコンで

の「校務支援システム」の運用料

委託料

・校務支援システム運用委託料

月額４７，３６０円×校数×１２月×１．１

（小  学  校）３，１２６千円

（中  学  校）１，２５１千円

（義務教育学校）３，７５１千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  学校教育課

事 業 名 小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費

説 明 ＡＩドリル使用料 

予算計上額 

（小  学  校）  ５９９千円

（中  学  校）  ６１３千円

（義務教育学校）１，７９１千円

合    計 ３，００３千円

概 要 

【事業目的】

 ＡＩデジタルドリルを活用した「個別最適な学び」の推進を

図る。児童生徒が、配付されている１人１台タブレット端末を

用いて、自分の学習進捗状況に応じて出題されてくる問題を解

くことにより、知識・技能を効率的に習得し、学力を向上させ

ることができる。

【事業内容】

学年に応じて教科数を設定し、ＡＩドリルを活用する。

使用料及び賃借料

・ＡＩドリル使用料 ３，００３千円

 １教科単価５５０円（２学期～４５０円）

（小  学  校） ５９９千円

２年生（１教科：２学期～）

３・４年生（２教科）

５・６年生（３教科）

（中  学  校） ６１３千円

１～３年生（３教科）

（義務教育学校） １，７９１千円

２年生（１教科：２学期～）

３・４年生（２教科）

５・６年生（３教科）

７～９年生（３教科）

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  学校教育課

事 業 名 小学校管理費・中学校管理費

説 明 電子黒板 

予算計上額 
（小 学 校） １３，０６８千円

（中 学 校）  ６，２９２千円

合    計  １９，３６０千円

概 要 

【事業目的】

 国が示す「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画」の

水準に基づき、令和２年度から令和４年度までの３年間で電子

黒板を各普通教室に１台及び特別教室用として各学校に６台

ずつ整備した。この電子黒板が整備から５年が経過するため、

今後の計画に基づき、令和８年度より３年間にわたり計画的に

更新整備を進めるもの。

【事業内容】

・電子黒板

４４０，０００円×４０台×１．１

（小 学 校）２７台 １３，０６８千円

（中 学 校）１３台 ６，２９２千円

【財 源】

・デジタル推進活用事業債

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  学校教育課

事 業 名 小学校情報機器整備事業・中学校管情報機器整備事業

説 明 情報通信ネットワーク更新委託料 

予算計上額 
（小 学 校） ５２，８１０千円

（中 学 校） ２８，５７３千円

合 計 ８１，３８３千円

概 要 

【事業目的】

国策である GIGA スクール構想において、児童生徒１人１台

端末の整備に伴う校内通信ネットワークについて令和３年の

整備から５年が経過するため、校内通信ネットワークの更新整

備を進めるもの。

【事業内容】

 高速大容量の校内通信ネットワーク設計、機器の設定作業、

疎通試験。

【財 源】

・学校施設環境改善交付金 ２７，１２７千円

（小  学  校）１７，６０３千円

（中  学  校） ９，５２４千円

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  教育総務課

事 業 名 小学校総務管理費

説 明 小学校照明機器改修工事設計業務委託料 

予算計上額 ８，４４６千円

概 要 

【事業目的】

蛍光灯器具が２０２７年末までに生産終了となることから、

現在、蛍光灯を使用している小学校について、LED 照明への改

修が必要となるため、改修工事の実施設計業務を委託するもの

です。

【事業内容】

蛍光灯から LED 照明への改修に係る実施設計業務委託 
・下山田小学校（校舎棟）５，８５６千円

・牛隈小学校（校舎棟） ２，５９０千円

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 教育総務課

事 業 名 小学校総務管理費

説 明 小学校トイレ改修工事

予算計上額 １，６４５千円

概 要 

【事業目的】

屋外での授業の円滑化及び教育環境の改善を図るため、屋外

運動場に設置されているトイレを洋式便器に取り換えるもの

です。

【事業内容】

上山田小学校屋外トイレ

和式→洋式 ３台

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  教育総務課

事 業 名 小学校総務管理費

説 明 小学校空調機改修工事

予算計上額 ３３，３５２千円

概 要 

【事業目的】

建築当初から設置していた空調機が経年劣化により故障が

多発しているため取替を行い、教育環境の改善を図るもので

す。

【事業内容】

下山田小学校空調機改修工事 

・図書室（室外機１台、室内機７台） 

・パソコン教室（室外機１台、室内機３台） 

・会議室（パッケージエアコンツイン１組） 

・特別支援学級（パッケージエアコンシングル１組） 

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  教育総務課

事 業 名 中学校総務管理費

説 明 中学校空調機改修工事設計業務委託料

予算計上額 ７，８８３千円

概 要 

【事業目的】

建築当初から設置している空調機が老朽化しており故障が

発生しているため、空調機器を更新し、教育環境の改善を図る

ものです。

【事業内容】

嘉穂中学校空調機器入れ替えに係る実施設計業務委託

（空調機入替箇所）

・校舎管理棟

・特別教室

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  教育総務課

事 業 名 中学校総務管理費

説 明 中学校照明機器改修工事設計業務委託料

予算計上額 ６，０８０千円

概 要 

【事業目的】

蛍光灯器具が２０２７年末までに生産終了となることから、

現在、蛍光灯を使用している中学校について、LED 照明への改

修が必要となるため、改修工事の実施設計業務を委託するもの

です。

【事業内容】

蛍光灯から LED 照明への改修に係る実施設計業務委託 
・嘉穂中学校（校舎棟）    ４，７２９千円

・山田中学校（ランチルーム） １，３５１千円

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  教育総務課

事 業 名 義務教育学校総務管理費

説 明 碓井義務教育学校環境整備工事

予算計上額 １１，８８０千円

概 要 

【事業目的】

地下水の影響により、地下ピット内に水分の滞留が確認され

たため、建物環境及び設備機能の保全を目的として、排水対策

工事を実施するものです。

【事業内容】

排水ポンプ  ２台

釜場設置  ２箇所

ピット内集水工事 １式 

電気設備工  １式

機械設備工 １式

【財 源】

過疎対策事業債

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  学校教育課

事 業 名 定時制高校情報機器整備事業

説 明 情報機器端末更新事業

予算計上額 
情報機器端末設定業務委託料 １，６７７千円

情報機器端末購入費  ７，４５１千円

合    計 ９，１２８千円

概 要 

【事業目的】

国策であるGIGAスクール構想の第２期における全ての子供

たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実

現するため、令和３年度に整備した１人１台端末の更新整備を

進めるもの。

【事業内容】

 端末の購入、ソフトウェア５年間（授業支援システム、フィ

ルタリング）のライセンス購入及び新規購入端末の設定業務委

託。

○委託料 １，６７７千円

・情報機器端末設定業務委託料

［生徒６５台＋先生１２台］×１２千円×１．１

［管理設定 GoogleWorkspace］６００千円×１．１ 
○備品購入費 ７，４５１千円

・情報機器端末

 ［生徒６５台］×５３千円×１．１

・タッチペン

 ［生徒６５本］×５千円×１．１

・授業支援ソフト・セキュリティソフト（５年間）

［生徒６５・先生１２］×３９千円×１．１

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 生涯学習課

事 業 名 地区公民館費（稲築）

説 明 稲築地区公民館解体事業

予算計上額 
解体等工事（家屋調査・施工監理・工事等）

１７５，１６９千円

概 要 

【事業目的】

 新公民館施設の供用開始後に現公民館施設の解体工事等を

行うものです。また併せて、施設解体に伴い、周辺家屋等への

地盤変動による影響について事前・事後調査も行うものです。 

【事業内容】

●家屋事前事後調査業務委託

・新公民館施設周辺家屋の事後調査 ５，１２７千円

・旧公民館施設周辺家屋の事前調査 ３，８４１千円

●備品等処分費（旧公民館施設の不要となった備品等の処分）

１，０８４千円

●九電柱移設補償金 ２，３３２千円

●旧公民館施設解体撤去工事監理業務委託

５，１３７千円

●旧公民館施設解体工事等

・旧公民館解体撤去工事 １４９，５５６千円

・顕彰碑移設工事   １，５１８千円

・引込柱移設工事   ６，５７４千円

【財 源】

地方債（過疎対策事業債）

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  生涯学習課 

事 業 名  地区公民館修繕料補助金 

説   明  地区公民館修繕料補助金 

予算計上額 １２,０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
社会教育の組織的活動に資するため、法の規定を基に嘉麻市公

民館類似施設等補助金交付規程（以下、本市規程）を運用してお

りますが、この度、地元所管施設（集会所）の新築及び大規模改修

の要望があり、本市規程に準じ予算を計上するものです。 

【事業内容】 
●地区公民館修繕料補助金 

  ・自治公民館補修費（毎年度枠取りで計上） 
                 １，０００千円 
 
 ・上牛隈公民館改修費（改修工事：新規） 

                 ４，０００千円 
 
  ・上西郷（久吉）公民館設置費（新築工事：新規） 
                 ７，０００千円 
 

別添：位置図参照 

 
＊本市規程は、第６条で「補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗

じた額とする。」と定めています。 

 
 
【財 源】 
 地方債（過疎対策事業債） 
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■別添：位置図

嘉麻市役所 

上牛隈公民館 

上西郷(久吉)公民館 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名 生涯学習課

事 業 名 下山田小学校白馬ホール運営事業

説 明 空調機改修工事（空調設置工事、空調機電源工事）

予算計上額 ３，９６２千円

概 要 

【事業目的】

建築当初から嘉麻市下山田小学校白馬ホール調理室には空

調機が設置されておらず、利用頻度が上がる中、近年の異常気

象等も鑑み、夏季及び冬季の調理実習に際し、利用者の熱中症

等体調不良の未然防止を目的に新たに空調機を設置するもの

です。

【事業内容】

●空調機設置工事 ２，７０８千円

（天吊型空調機 同時ツイン型）

●空調機電源工事 １，２５４千円

（キュービクル改修、分岐ブレーカー等設置）

計 ３，９６２千円

【財 源】

地方債（過疎対策事業債）

＊利用団体からの要望と併せ、当該施設を拠点とする山田地区下山田

分館長からも調理室空調機設置要望書の提出有り。 

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  スポーツ推進課

事 業 名 プロジェクトＫ事業

説 明 プロジェクトＫ事業推進補助金

予算計上額 ３，６０８千円

概 要 

【補助目的】

嘉麻市スポーツ推進計画に基づくプロジェクトKを推進す

るため、予算の範囲内で事業を実施する団体に対する補助金

を交付するもの。

【補助内容】

・補助金交付対象団体

本市の区域内に存する私立保育園、私立幼稚園、私立認

定こども園。

・補助金交付対象事業

①補助金交付対象団体に在籍する園児に対する荒木式

コオーディネーショントレーニングの実技指導で市

内において実施する事業。

②補助金交付対象団体に勤務する職員が荒木式コオー

ディネーショントレーニングの実技を習得するため

の研修で、市内において実施するもの。ただし、嘉麻

市が主催する研修にあっては、市外において実施する

ものを含む。

【補助金額】

予算額：3,608 千円（328 千円／団体）

【事業実績】

令和 4年度  12 団体  決算額：2,352 千円 

令和 5年度  12 団体  決算額：2,309 千円 

令和 6年度  12 団体  決算額：2,129 千円 

令和 7年度  12 団地 決算見込額：3,936 千円 

令和８年度  11 団地 予算要求額：3,608 千円

戻る
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予 算 名 等 令和８年度一般会計予算

提 出 課 名  スポーツ推進課

事 業 名 体育館管理費

説 明 社会体育施設予約システム導入業務委託料

予算計上額 ３，２０７千円

概 要 

【事業目的】

現行システムでの施設予約は仮予約のみで、窓口での利用申

請及び使用料の支払いが必要でしたが、システムを更新するこ

とにより、オンラインでの予約及びキャッシュレス決済の利用

等が可能となり、利用者の利便性の向上を図るものです。

【事業内容】

社会体育施設予約システム導入業務を委託するものです。

【財源】

デジタル活用推進事業債（充当率９０％）

戻る
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予 算 名 等  令和８年度一般会計予算 

提 出 課 名  農林振興課 

事 業 名  農地農業用施設災害復旧事業 

説   明  事業全体 

予算計上額 ４３，６７４千円 

概 要 

 
【施工目的】 
令和 7年 8月 9 日から 11 日にかけての大雨により損壊した、 

蔵ノ本水路の迅速な復旧にむけて、工事による周辺家屋への 

影響が想定されるため、復旧工事前・後の事業損失調査を 

実施し、復旧工事を目的とする。 

 
 
【実施内容】 
 家屋等調査対象件数：５件 

 

蔵ノ本水路 

 ・施工箇所：漆生 

 ・施工内容：水路復旧工 L=20ｍ 

 
 
【財 源】 
単独災害復旧事業債（充当率 65%、交付税措置 47.5%） 
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【位置図】

戻る




